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　　　　　　午前 10 時 00 分　開会

○議長（小野正明）　ただいまから、継続市議会定例会を開会いたします。

　　本日の議事は、お手元に配付しております議事日程第３号により行います。

　　日程第１により、一般質問を行います。

　　通告の順序により発言を許可いたします。

○ 25 番（泉　武弘）　今回の質問は、どうする福祉財源ということに絞っています。国連が

　この高齢化率というものに対する一つの解説をしていますけども、それによると、総人

　口に占める 65 歳以上の人の割合が７％を超えると高齢化社会、14％を超えると高齢社会、

　21％を超えると超高齢社会というふうに呼んでいます。

　　それで、私ども令和７年度の別府市の現状を見てみますと、65 歳から 74 歳までの前期

　高齢者が１万 4,543 人、後期高齢者が２万 3,745 人、何と前期高齢者と後期高齢者の間の

　差が約１万人ある。後期高齢者が前期高齢者よりも多いというのが特徴だと言えます。こ

　れを見てみますと、合計で３万 8,000 人近くは高齢者ですが、私もその中の真っただ中の

　年齢です。高齢化率を見ますと、33.9％が別府市は総人口に占める 65 歳の以上の割合と

　いうことになっています。言葉を面白く表現しますと、あなたも私も高齢者という事態に

　突入したのかなというような記載をしておりますが、第７期から９期の高齢者福祉計画が

　出されています。これにより、高齢者の介護費が今後どう増えていくのか、まず説明を求

　めます。

○市民福祉部長兼福祉事務所長（田辺　裕）　お答えします。

　　本市の各年介護保険事業計画期間の最終年度の実績ですが、第７期・令和２年度の実績

　は約 114 億円、第８期の令和５年度の実績は約 118 億円、第９期は令和６年度の実績にな

　りますが、約 120 億円となっており、増加傾向となっております。

○ 25 番（泉　武弘）　医療費について答弁してください。

○いきいき健幸部長（阿南　剛）　お答えいたします。

　　あくまで、社会保険等、他保険については把握してませんので、国民健康保険の状況で

　申し上げますと、令和５年度 92 億 3,899 万 9,000 円、令和６年度 89 億 5,429 万 4,000 円

　でございます。

○ 25 番（泉　武弘）　高齢者だけを見ていっても、今後、医療・介護にかかる費用は増加する、

　これだけはもう確実な状況です。それを今度は負担していく、支えていく子どもの数がど

　うなるのかということが大変大きな要点になってきます。市長ね、私昭和 19 年生まれで

　すが、昭和 22 年から 24 年までの間に生まれた年間の出生者数を厚労省の資料から見ます

　と、大体 260 万人から 270 万人なんですね。これは戦後復興が始まり、戦後復興と復員

　の関係があると思うんですが、何と 2024 年はもう 70 万人を割り込んだということなんで

　す。いわゆる高齢者の高齢化が進んで、子どもの数が減っているということが全国的で、

　また別府市も同じ類型に入ると思うんです。

　　そこで、今後の出生者の見込み、それと、15 歳から 64 歳までの働き盛りと言われる人

　たちの数が今後どのように推移をするのか、答弁をしてください。

○政策企画課参事（芝尾裕子）　お答えいたします。

　　出生者数については実績となりますが、令和元年が 714 人、令和３年が 685 人、直近の

　令和６年が 525 人となっております。15 歳から 64 歳までの生産年齢人口は、国勢調査に

　よりますと、平成 22 年が７万 5,598 人、平成 27 年が６万 8,889 人、令和２年が５万 9,108

　人となっております。

　　また、国立社会保障・人口問題研究所による推計では、2030 年の生産年齢人口は５万

　7,206 人となっております。

○ 25 番（泉　武弘）　今日テレビを御覧になってる方もお分かりいただいたと思うんですが、
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　介護・医療に要する費用が増えていくということですね。

　　もう一方、何らかの障がいや発達途上で特色のある子どもにかかる費用が今後どういう

　ふうに変化していくのか、担当課から答弁をお願いします。

○市民福祉部長兼福祉事務所長（田辺　裕）　お答えします。

　　本市の障害児通所支援事業費を見ますと、平成 28 年度の決算額で約２億 7,700 万円、

　令和４年度の決算額約 10 億 800 万円、令和６年度の決算額約 12 億 8,600 万円となってお

　り、発達障がい児だけが増加要因ではございませんが、事業経費は増加しています。

○ 25 番（泉　武弘）　市長、今回の質問をなぜしたのか。これからが、いわゆる今から需要

　が増えていく高齢者、医療、介護、障がいのある方々の費用が増えていきますよ。じゃあ

　それを何で補っていくのか、ということが今回の一番大きな視点なんですね。

　　そこで、市長が市政運営方針として打ち出してますのが、観光の消費を伸ばす、観光客

　が使ってくれるホテル・旅館、それから食事、輸送、観光等に支出する観光消費額を増や

　すことによって福祉の財源を確保しよう、そして、福祉をより充実したものにしようとい

　うのが市長の言われる市政運営方針というふうに私は理解してますが、いま一度、この点

　について触れてください。

○市長（長野恭紘）　お答えいたします。

　　それがまさに今、議員が言われたとおり、言い方は観光で稼いで福祉に回すと、端的に

　こういうふうに申し上げておりますけれども、観光でしっかり稼いで、福祉財源としてそ

　れを充てるということがこの市政の基本方針であるということは間違いございません。

○ 25 番（泉　武弘）　ところが、別府観光の問題点は、既に議員には配付されてますけども、

　観光消費額が少ないということが別府観光の一つのネックになってますね。それは滞在日

　数が少ないことによって観光消費が伸びないということなんです。

　　そこで、市長がウェルネスということに集中して、現在取り組んでますけども、市長ほ

　ど世界のウェルネス事情を見てきた人は私いないんじゃないかと思うんです。ヨーロッパ

　やニュージーランドをはじめ、この世界のウェルネス市場の現況というものについて説明

　をしていただけませんか。

○市長（長野恭紘）　お答えいたします。

　　コロナ禍がようやく過ぎ去りました。まだ完全ではないかもしれませんが、コロナ禍を

　契機にやはり世界中が、それ以前からも、自分自身の心身、体と心の健康をしっかり保っ

　ていこうという流れが来ていたと思いますけれども、コロナ禍でその流れが急激に加速を

　しているというふうに思っております。それは数字にもしっかり出ておりまして、ウェル

　ネス市場というものは世界規模で年々増加をしております。今は大体 1,000 兆円ぐらいだ

　というふうに言われておりますけれども、2027 年には 1,200 兆円というふうに言われて

　おります。

　　世界では特にヨーロッパを中心に、温泉を使ったウェルネスというものが定着をして、

　あるいはヨーロッパでは保険が適用されて、それが一つのリゾートとして定着をしている

　という状況があろうかと思います。世界的にそういう市場規模も、ブームとしても到来を

　して、この流れは今後当分続いていくというか、これはもう普遍のものであろうというふ

　うに思っておりますので、別府市としても世界一の資源を持っておりますので、ここを使っ

　てしっかり稼いで福祉に回していくと、こういうことが求められているというふうに思っ

　ております。

○ 25 番（泉　武弘）　私は今、南石垣公園の山側にありますイシダ・メディカルフィットネ

　スというところに月６回通ってるんですね。よく考えてみますと、人間ってばかなことす

　るな、あの重い鉄を持ち上げたり引っ張ったり担いだりするんです。そしてお金を払って

　帰るんですね。ここに来ている方々を見ますと、高齢者が多いんです。私が行って１時間
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　運動するわけですが、マンツーマンで教えてくれるんです。それでもう、帰るときには物

　が言えないぐらいきついんですけども、私と同様にお見えになってる方は女性が圧倒的に

　多いんです。しかも、きれいな顔をした方が圧倒的に多い。それはなぜかっていいますと、

　運動することによってより自分に自信が持てる、自分の体力が増加し、強くなっていって

　るということが、月に１回分析をいただくから分かるんですけど、これによって明らかに

　なるんですね。私はこれを言い換えてみますと、ウェルネスだなと思ってるんですよ。

　　市長ね、私びっくりした、何十年って来てる方が圧倒的なんです。私なんか新参者です

　けども、よくここまで続くなということで、そういう方々にお聞きしたことがあります。

　どうしてここに来てるんですかって聞いたら、自分の体は自分で責任持たなきゃいけない。

　これがもう、異口同音に皆さん方から出てきてるんですね。私もやっぱり今ここに通って、

　ベンチプレスというのは腕で上げるんですが、足で上げるのがある。市長ね、何と 140 キ

　ロを上げるようになりました。やっぱり筋力の強化というのがいかにすごいものかという

　のは分かってます。議員の皆さん方にとってみると、もう 81 歳にもなって野球なんかや

　らねばいいのになと思うかもしれませんけれども、この前ピッチャーをさせていただきま

　した。これもね、やっぱり筋力を強化してるおかげかなというふうに思ってます。

　　そこで市長ね、ダン博士によると、ウェルネスというのは何ですか、という問いの答え

　として、より輝くような人生を送ることがウェルネスだと言っている。今までは病気をし

　たら医者に行って、対症療法でその病気を何とか回復させる、そうじゃなくて、ふだんか

　ら自分が輝くような将来に向けて、立派な人生を送れるようにするというのがウェルネス

　なんですね。だから、未病の状態にある人がより健康を増やしていこうという取組になる。

　　市長が先ほど言いました、観光消費を伸ばしていくということですが、ここで一番別府

　市の現在の観光状況に問題点が、もう既にこれ議会に配られた資料からもう一度確認をし

　ます。

　　今後国内旅行はどうなっていきますかという問いに対して、いわゆる国内旅行は日本人

　の観光客に支えられ、別府市は観光消費額約 800 億円程度で推移してますよ、ところが、

　日本人の人口が減少することによって、国内旅行は下振れに行くんですよというのが２点

　目です。

　　そしてもう一つの問題は、観光消費額が低い。これは何に比べて低いかというと、ほか

　の観光都市と比較して観光消費額が少ない。その要因は何かとういうと、宿泊日数が少な

　いというふうにまとめてます。

　　そこで具体的に見ていきますと、日本人の宿泊客は全国平均よりも 901 円少ないという

　統計が出てます。外国人宿泊客は全国平均よりも何と 8,000 円も少ないという統計が出て

　ます。平均宿泊者数は、主要温泉地平均よりも 0.18 人少ないと、このような統計が出て

　います。これが市長ね、今の別府観光の一番の問題点だと、いわゆる宿泊滞在をすること

　によって消費を刺激して、観光消費額が増えることによって住民福祉に回せる、この循環

　がうまくいってないというふうに私は考えるんですが、市長はどうですか。

○市長（長野恭紘）　お答えします。

　　本当、議員言われるように、別府市の観光の課題は 1.09 泊、別府の観光はお客さんは

　一見多いんですけれども、ほとんど通過点のような状況になっていると。当然、そこにい

　る時間が少ないということは消費額が少なくなってくるということになるわけなので、こ

　れを新湯治・ウェルネスというものを進めることによって、ウェルネスは体験ですから、

　そこに長時間いないとその体験というのは効果が実感できないわけなので、この滞在日数

　を１泊から例えば３泊、４泊というふうに延ばしていくことによって、滞在日数が増えれ

　ば、使っていただくお金が増えるということで、今の課題に対してはこの新湯治・ウェル

　ネスをしっかりと実行することによって、滞在日数と消費単価を上げていきたいと、今の
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　課題に対してはそういうふうに思っているということでございます。

○ 25 番（泉　武弘）　観光地を巡る、食事をする、買物をするというのが従来型観光だった

　んですね。ところがこのウェルネスツーリズム、いわゆる健康志向の旅行をするというの

　はどう変わっていくかといいますと、健康維持のためのフィットネスとか、マッサージ、

　いろんなヨガとか座禅だとか自然体験だとかボランティアだとか、例えば別府市の場合、

　竹工芸を実際に学ぶとか、こういう実体験をしながら、心身ともに健康な状態に戻してい

　く、これが私はウェルネスだと思うんですね。

　　それで、市長がこっちも触れましたけれども、コロナ禍以降の旅行形態の変化はどの資

　料を見ても、健康志向に移行してることは間違いないんですよ。だから今、市長が進めよ

　うとしているウェルネス事業によって消費を喚起し、それを市民の福祉に回すという考え

　方は、私はもう全く同じ意見を持ってますと同時に、１人を除いて、議員の皆さんは全員

　賛成をしているわけですね。それは、その必要性を認めているからです。かといって、問

　題点がないわけではないんですね、問題点もある。それを議会と執行部が共同で解決して、

　よりよい方向に進めていくというのが今執行部と議会に求められている大きな課題ではな

　いかなという気がしてます。

　　そこで、今回の配られた資料に基づいて見ていきますと、扇山のゴルフ場の上側、約

　１万 2,000 坪の中にいわゆるウェルネスの拠点施設をつくりますよというのが、現在発表

　されている構想ですね。そして扇山に向かって一番右側のところに、民間が提案する施設

　をつくりますよ、この一番右側の民間提案施設が観光消費の増加につながることを記載し

　てるんですよというふうにここに書いてますね。

　　それで２番目にゲスト、いわゆる一般の訪問客と、健康志向の皆さん方が見えるゲスト

　エリアというのをつくるんですよ、民間提案施設の隣につくります。その隣に、いわゆる

　温泉効果の情報発信やいろいろな相談に応じることができる研究機関を設けるんですよ。

　これが、いわゆる今回つくる拠点施設の頭脳と言われている部分なんですね。これが右か

　ら３番目にできます。４番目に市民エリアという、この議会で市長とかつて私議論したこ

　とありますが、テルマスに代わる健康増進施設、これについてという質問をしたときに、

　市長は、将来的にその施設を何とかつくりたいというのが今回のこの、市民エリアの中に

　取り込まれてるんですね。

　　私、２回ぐらいこの問題を取り上げました。テルマスに行ってる方々で湯布院に行って

　る方、杉乃井の施設に行ってる方とかいろんな方がいます。その人たちにとってみますと、

　まさに待望久しいわけです、やっと絵姿が見えてきたなという感じがするんですね。今、

　私が４つの施設について、概略触れましたけども、何か市長として、特にここを触れてお

　きたいというのがありましたら説明してくれませんか。

○市長（長野恭紘）　それでは、お答えさせていただきたいと思います。

　　今、議員言われるように、この扇山の麓につくる新たな施設、今、鋭意協議を進めてい

　るところでありますけれども、これ言われるように、民間の皆さん方が提案をしていただ

　くエリア、そして議員今言われたように、実はテルマスをなくしたのは本当にじくじたる

　思いがありました。こういう市民の皆さん方が日常使いで健康づくりのために使っていた

　だけるテルマス的なものがこの市民エリア、そしてその真ん中に、いわゆるここが肝であ

　りますけれども、やはり新湯治の意味合いとまさにかぶるわけでありますけれども、温泉

　の効果を科学的に見える化をすると、こういう研究をするのはやっぱり行政がやらなけれ

　ば、なかなか民間事業者それぞれではできませんので、この温泉の効果を測る、数値化す

　る、そういう研究エリアを真ん中に置くと。

　　以上、この３つが主にあの拠点施設を構成する大きなものでありますけれども、このこ

　とについては、以前から申し上げましたとおり、温泉の問題というのが一つあります。し
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　かしながら、これについてもしっかりと市民の皆さん方に御納得をいただけるように、今

　いろいろと答弁はさせていただきましたけれども、新規掘削は一切しませんと、今捨てて

　いる・使っていない温泉をしっかり使いますと。

　　また、施設に関してもかなり、先ほど言った３つをつくるのにお金がかかるということ

　になると思いますので、このお金に関しても、基本的には民間事業者の皆さん方に負担を

　していただきながら、市民エリア等については使用料を払っていく、当然ここは土地を貸

　す、あるいは固定資産税が発生しますから市にも収入があるわけなので、こういったもの

　を相殺し、また必要な部分はお支払いをしながら、お金を別府市が基本的にはあまり使う

　ことなく、民間事業者の皆さん方につくっていただくということが、今まで言ってきた非

　常に重要な部分であるというふうに思いますので、このことは再度この議場でお伝えをさ

　せていただきたいというふうに思います。

○ 25 番（泉　武弘）　民間提案施設が今回の拠点施設の一番右側にできますね。これは、民

　間の皆さん方が自分の思いでいろんな事業の提案をするということですね。そうすると、

　ゲストエリアと研究施設と市民エリア、この３つについては民間資本を活用してこの施設

　はつくるんですよ、それで公設で民営なのか、民設民営なのかというのは今後の推移だろ

　うと思うんですが、市長が今思い描いている事業規模というものを、もし現在思い描いて

　いるものがありましたら、この機会に皆さんに教えてくれますか。

　　それともう一つは、私が一番気になってるのが民間提案型の施設ですね。これが発表以

　来どのぐらい問合せ・協議があったのかというのが一つ。

　　それともう一つは、この市民エリア、これ私ずっと熟読しましたけども、屋外屋内の歩

　行浴と温浴施設ですね、それで今回の特徴は、服を着たまま温泉の健康増進が図れるとい

　う従来型と全く違ったものになっているんです。これは外国の人たちにとっても使いやす

　いんじゃないかということは、利点として上げられますね。

　　市長ね、今言った民間提案の施設のこれまでの協議とか、いろんなアクションがあった

　と思うんですが、それがどのくらいなのか。それから、別府市民が使うエリア、もうちょっ

　と工夫が必要じゃないかというのを私は考えるんで、この２点だけ説明してくれませんか。

○市長公室参事兼新湯治・ウェルネス推進室長（和田健二）　お答えいたします。

　　まず、民間の事業者でどこまでどういう話をしているかということですが、内容につき

　ましてはまだ今後の協議ですけども、今のところサウンディング調査という、民間企業と

　の対話を行いましたが、およそ 20 社ほどと協議をさせていただいております。

　　それから２点目の、市民エリアで特に力を入れているものにつきましては、市民エリア

　を御自身の健康の維持・増進を図っていただくことを主に力を入れておりまして、また施

　設にはラボ機能がございますので、それによって御自身の体にどのような効果が出ている

　のかを見える化、効果が見える状態にすることができる仕組みができればというふうに考

　えております。

○ 25 番（泉　武弘）　ラボですか。研究施設でしょう。ラボという言葉を使われてもなかな

　か、我々行政用語としてふだん説明を受けているから分かるんですが、ラボじゃなくてやっ

　ぱりこの温泉効果を見えるように情報発信をする、また情報提供するような研究施設とい

　うふうに言ってくれませんか。その方が市民に分かりやすいと思います。

　　そこで、市長ね、連携ということですね、市民エリアの健康増進施設と、真ん中にあり

　ます研究機関、いわゆるラボと言いましたけど、これをどう生かしていくのか、市民の健

　康増進にどうつなげていくかということが私はもう極めて大事だと思って、そしてその恩

　恵を市民が受ける、それが今回の狙いだと思うんですね。

　　そこで外せないのが、医師会なんです。医師会のリハビリとして、保険適用はできない

　んだろうか。それから、老人クラブ連合会と連携して高齢者の健康増進のための施設とし
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　て使えないだろうかと、こういうことを物すごく私考えているんですね。この点について、

　市長、いかがですか。

○市長（長野恭紘）　お答えします。

　　この保険適用については、ヨーロッパが今保険適用をして、これが医療的行為、治療と

　して認められているということを考えると、温泉大国である日本は、ヨーロッパよりもは

　るかに量が多いと思いますので、まさにそういうことは日本にふさわしいというふうに思

　うんですけれども、率直に申し上げて、私も厚生労働省やいろんな中央省庁に話をするん

　ですけれども、やはりこの岩盤というのは厚いなというふうに思っています。

　　しかしながら、腸内細菌や肌のデータを取って、それがどういうパターン分けができる

　かというようなところまで、ようやく今我々の研究も来ておりますので、そういったこと

　を継続をして続けていきながら、効果を外に向けて、九州大学等と連携をして、そういう

　学術論文等を書いてそれを発表すると、その一つ一つの積み重ねが将来的にこの日本にお

　いての温泉治療が保険適用されるということに一歩一歩私は近づいていくというふうに思

　いますので、こういったことを地道に続けて、将来的には保険適用でもって、市民の皆さ

　ん方がもっと気楽に使えるようなそういう施設にしていければいいなということを今も諦

　めておりませんので、これについてはしっかりと進めていきたいというふうに思います。

○ 25 番（泉　武弘）　やはり厚労省を中心に国の機関に説明し、納得して保険適用を得ると

　いうのは、やっぱり実体験の集計結果が出ないとなかなか、全国に先駆けてというのは難

　しいだろうなと思うんですね。しかし、これはもう絶対にやる以外にない。そのためには

　データを蓄積して、この温浴施設はどういう健康効果があるかというのを研究室で集計し

　ていただいて厚労省に出せる、こういうことが必要だろうと思うんですよ。

　　それで、先ほど市長、私言いました、医師会との連携、特にリハビリを必要とする人た

　ちとの連携は保険適用の突破口になるんじゃないかと実は思ってるんです。それが一つと、

　高齢者の寝たきり、また認知症というものが今後増加するということは、これは厚労省の

　統計で見えてますけども、やはりこういう方々に、あの施設に行って健康感を取り戻した

　と言われるような利用を促進する必要があると私は、これ極めて大事なことだと思います

　が、いま一度、市長、答弁してくれませんか。

○市長（長野恭紘）　お答えします。

　　温泉療法医の先生方が別府にはたくさんいらっしゃいます。昔から活動していただいて

　おりますけれども、最近はどのような活動をすればいいかということをかなり悩んでい

　らっしゃるようで、そういう医師会の中でも、温泉療法医の先生方からは、この新湯治・ウェ

　ルネスというもので、ようやく様々な温泉効果を掛け合わせた治療ができるんじゃないか

　という大きい期待をしていただいているというふうに思います。特にやはり足腰、例え

　ば関節の痛みとかそういう持病がおありになる方々が、温かい温泉で湯中運動をすること

　によって、いわゆる機能が回復するというのは、もう既にこれは分かっていることですの

　で、それをまたしっかりとデータを積み重ねていって、できるだけ市民の皆さん方が利用

　していただく中でデータを蓄積をして、またしっかりとそういうことを続けていくことが

　皆さん方の幸せにもつながっていくというふうに思っておりますので、ぜひそういう方に

　こそ、やはりこの研究・実践拠点施設、市民エリアというものを使っていただければいい

　のではないかなというふうに思います。

○ 25 番（泉　武弘）　拠点施設での市民の健康づくりに対する問題、それから観光消費に連

　動するであろうという取組の問題については、大体同じ考えです。

　　そこで、手放しでこの拠点施設整備ができるかというと、やっぱり問題点が山積してま

　す。もう一度市長、市民の中には温泉への影響があるんじゃないかという、やっぱり懸念

　の声が聞こえるんですね。それともう一つは、民間提案施設の中で、かなりの湯量を使う
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　けど、その湯量を確保はできるんだろうかという不安の声もあります。

　　そこでもう一度だけ、温泉の確保とその確保をすることによって、ほかの温泉への影響

　がどうなのかということを明確にこの場で答弁してほしいと思います。

○市長（長野恭紘）　お答えします。

　　この研究・実践拠点施設については、この扇山の施設については、かねてから市民の皆

　さん方から、温泉の枯渇は大丈夫かというような御不安の声があるというのは認識をして

　おります。私たちもそこが一番、市民の皆さん方に対して説明をしなければいけないポイ

　ントだというふうに思っています。

　　この件に関しては従来から申し上げておりますが、このためだけの新規掘削は一切しな

　いと。それに合わせて、今かなり捨てている温泉、利用されていない温泉も周囲にはあり

　ますので、こういった温泉はかなり温度が高いという状況がありますので、ということは

　薄めるとその２倍近い湯量も確保が可能というようなこともいろいろと考えられますし、

　使い方としてはかけ流しではなくて、一部循環にするというようなこともいろいろ考えら

　れるわけでございますので、そういった様々な工夫をしながら、市民の皆さん方が心配し

　ている温泉の枯渇というものに関しては御心配がないようにしっかり今進めております

　し、そういう御心配はないということをいま一度はっきりとこの場で申し上げておきたい

　というふうに思います。

○ 25 番（泉　武弘）　市長、政治ってのは不思議ですね。あなたが鍋山にこの拠点施設をつ

　くると言ったときに、真っ向から反対しましたよね。今は扇山のとき、私は旗振りをして

　いるような議員ですけれども、人生というのは面白いなと思うんですよ。

　　そこで、なぜ私が鍋山に触れたかっていいますと、こういう問題です。今回市長が目指

　しているのは、現在ある既存温泉の泉質を使って、貢献していこうということです。鍋山

　は鉱泥ですね、泥湯なんです。ちょっと自慢させていただきますが、これについて私以上

　に詳しい人はいないと思います。なぜかっていいますと、私はかつて首藤県議会議員の秘

　書をしていました。首藤県議会議員のお父さんが鍋山を持ってた。よく使いに行ってまし

　た。そして鉱泥の実態や、明礬の保養ランドの鉱泥温泉を何度も体験しました。だからこ

　の鉱泥がいかに効果があるかというのを私は実体験している。

　　それで、さらに日本温泉協会のホームページより見ていきますと、鉱泥というのは美肌

　効果、確かに明礬の保養ランドにお見えになったお客さんが言ってたのは、顔がつるつる

　するというんですね。泥で泥パックするんですよ。それで顔がつるつるするということを

　よく言ってました。さらに冷え性、腰痛やこりですね、こういうものにも大変効果がある

　というふうにホームページで出ています。私も実体験でそれを体感しています。

　　私はね、将来的に市長がウェルネス事業は今後の成長産業ですよというのと同じように

　考えている首長さん、たくさんおられると思うんです。そこで、同じ温泉だけで戦っても、

　さらに付加価値をつけないと、やがては衰微の道を歩くことになると思うんです。私はこ

　こで提案して市長に答弁を求めますが、鍋山の泥の鉱泥ですね、これを何としてもこの施

　設に使うべきだという、私は信念を持ってますけどいかがですか。

○市長（長野恭紘）　お答えします。

　　鍋山には本当に泥・鉱泥が多く眠っているというのは、もうこれは周知のことだという

　ふうに思います。この泥湯というのは、この泥がなければ当然ですけどできませんので、

　泥湯がまたかなり様々な治療に効果があるというふうに、これは言われている温泉であり

　ますので、所有者の方と連絡を取りながら、できたら市のほうにというか、また使用させ

　ていただいたり、あるいは売却というようなことが可能なのかどうかというのはお問合せ

　をさせていただきたいなというふうに思っております。

○ 25 番（泉　武弘）　一番いいのは安価で買い取れることですが、最悪でもあの鉱泥、泥を
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　今度の拠点施設で使えるような方途をぜひとも考えていただきたいなと、これも強くお願

　いしておきます。

　　それからもう一点、今別府市内、当該地の周りの河川の中に自然湧出をしている温泉が

　あります。これをどうするのか、これが２点目の質問ですね。それから現在、給湯と需要

　とのバランスが壊れてます。温泉が出っ放しになりながらそれを有効利用できてないとい

　う問題があるんですね。これを温泉マネジメント計画の中で、供給と需要とのバランスを

　どう今後指導方針の中に組み入れていくか、これは別府温泉を有効活用する極めて有効な

　手段だと思いますが、これに対する見解をお聞きします。

○観光・産業部参事兼温泉課長（樋田　英彦）　お答えいたします。

　　まず、自然湧出の温泉の取込みにつきましては、利用のためには保健所への様々な手続、

　使用可否への各種申請、分析調査等を経て、温泉台帳に記載されることが必要ではあり

　ますけども、資源の有効活用の観点から未利用湯を有効利用する手段の一つとして可能性

　を探っていくことは重要だと考えておりますので、将来を見据えながら研究していきたい

　と考えております。

　　次に、マネジメント計画の中で湧出量と使用量、いわゆる需要と供給のバランスを図る

　こと、ここに着目し、計画の中で目標として温泉が湧出される時点で、必要以上の温泉の

　湧出を少なくして、必要な分だけを使用するといった環境の実現を進めようと今してい

　るところでございます。その実現は未利用湯の抑制や、限りある資源の有効活用、さら

　には持続的な安定供給につながるものと考え、今後取り組んでいきたいと考えておりま

　す。

○ 25 番（泉　武弘）　有効活用の事例が、今回事業を進捗してます鉄輪の温泉の確保の問題

　ですね。従前、組合温泉・町内温泉等のお湯枯れというのが指摘されてました。これで組

　合温泉等に対する給湯量は十分確保できたと思ってます。これがいわゆる需給バランス、

　それから未利用の温泉の有効活用の大きな成果だと僕は思ってます。

　　そこでやっぱり市長ね、へびん湯からずっと下に降りてます河川の中、かなりの湯量が

　あるんですね。なぜ私がそれを知ってるかというと、鶴の湯の下側にあります屋外温泉、

　野外温泉というのでしょうか、皮膚病に本当効くんですよ。私も子どもを連れていったか

　ら分かるんですけど、皮膚病が治るんです。ああいう温泉が常時利用されずにずっと垂れ

　流しになってるというのは、やっぱりこの温泉資源の活用として問題があるんじゃないか

　と思うんです。

　　それからさっき、温泉課長からお話がありましたように、やっぱり温泉の垂れ流しをし

　てる、また温泉の必要でないのを地下ポンプでくみ上げている、これは資源活用としてい

　かがなもんだろうかと思うんで、この問題を解決することが、拠点施設への給湯量を増や

　すということにもつながると思いますけど、各課からぜひともこれも積極的に検討してく

　ださい。これだけお願いしておきます。

　　そしてさらに、じゃあ別府市はどういう役割を果たしていかなきゃいけないのかという

　ことについて論点を移していきます。まず、この拠点施設に必要な上下水道、これをどう

　するんだろうか。その費用負担はどうするんだろうかというのが市民の一つの疑問です。

　上下水道についてどうするのかを答弁してください。

○上下水道局次長兼工務課長（足立泰德）　お答えいたします。

　　上下水道の整備ですが、水道につきましては、扇山ゴルフ場にあります配水池の設備を

　整備し、研究・実践拠点施設まで延長約 600 メートルの水道管の整備を行う予定です。ま

　た、下水道につきましては、現在自衛隊別府駐屯地の北側市道まで整備が完了しておりま

　すので、それより延長約 1,300 メートルの下水道管の整備を行う予定であります。

○ 25 番（泉　武弘）　市長が、今回の拠点施設に九州横断道路から入る道路を拡幅しますと
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　いうふうに、かつての議会で説明してます。これについて、実際の距離数と拡幅計画・構

　想を説明してください。

○都市整備課長（田邉和也）　お答えいたします。

　　道路整備につきましては、九州横断道路の扇山ゴルフ場入り口の交差点から拠点施設整

　備予定地まで約 1.8 キロメートルの道路整備を予定しています。現況の幅員は４メートル

　程度ですが、これを拡幅し、歩道を含め、幅員９メートルの道路を整備する予定でござい

　ます。

○ 25 番（泉　武弘）　上下水道・道路については、大体の計画が分かりました。

　　そこでもう一つ、ここの当該地が阿蘇くじゅう国立公園内に入ってます。配られた資料

　から見ていきますと、このようになってますね。敷地面積４ヘクタールは、市街化調整区

　域に入ってますよというのが１点目です。それから、第３種鶴見風致地区に入ってますよ、

　その他は宅地造成規制区域に入ってますよ、温泉やまなみ景観地域に入ってますよという

　のがあります。これらは当然クリアしていかなきゃいけない問題ですが、現時点での見通

　しについて教えてください。

○市長公室参事兼新湯治・ウェルネス推進室長（和田健二）　お答えいたします。

　　研究・実践拠点施設の設置に当たり、自然環境への配慮、調和などについては、設置場

　所が阿蘇くじゅう国立公園内にあることから、自然公園法などを遵守することはもちろん

　のこと、環境、自然に対する影響について、監督庁である環境省などと協議を進めており

　ます。

○ 25 番（泉　武弘）　これ遅滞ないように、やはり事業を推進するときに、こういう許認可

　で行き詰まるということがないように、万全を期していただきたいなと思ってます。

　　さて、今年の１月 22 日に私、市長宛てに次のような要望書を出してます。別府市にお

　ける新湯治・ウェルネスの推進と多様性社会を形成するインクルーシブモデル都市の実現

　を求める要望書というのを提出してます。

　　ちょっと読ませていただきますね。別府市は温泉資源を有効活用し、入浴などの効能に

　付加価値を高める新たな観光施策、新湯治・ウェルネスツーリズムを推進しようとしてお

　り、この取組は人々が自ら積極的に心身の健康を目指すもので、科学的根拠に基づき温泉

　効果を見えるようにして提供することは、今後本市が温泉観光地として地域間競争を勝ち

　抜いていくために大変重要な取組と理解してます。

　　この下段の中に、つきましては、現在の新湯治・ウェルネス等の新たな施策を加速する

　ため、産学官が一体となった協力体制をはじめ、古くから多様性文化を受け入れてきた別

　府市を、全国に先駆けてインクルーシブ地域のモデル都市となるよう次の取組を要望しま

　すということで、高付加価値化した温泉観光を提供する新湯治・ウェルネスの推進として、

　各種団体と連携すべきだというふうに私は要望書を出してます。

　　過ぐる日、副市長お二人に、やはり連携が極めて大事だ、ぜひともこれを積極的に進め

　てほしいということを口頭でお伝えしてますが、お二人の副市長さん、どういうふうな取

　組を今日までしてきたのか報告してください。

○副市長（岩田　弘）　お答えいたします。

　　まず、先ほど言われた各種団体との取組ですけど、今新湯治・ウェルネス推進市民会議

　というのを２回ほど開催いたしております。これは市民のウェルネスへの理解の向上を図

　るとともに、市長がおっしゃられたことを別府市の自治会、商工会議所、旅館ホテル組合、

　九州大学、別府大学、ＡＰＵ、溝部学園、観光協会、その他 10 団体で構成した市民会議

　を開催いたしております。

○副市長（阿部万寿夫）　お答えします。

　　新湯治・ウェルネスというくくりで会議を開くというのは今、岩田副市長がおっしゃっ
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　たとおりですが、そのほかにもいわゆる入湯税の会議、あるいは宿泊税の会議、その中で

　も必ずこの新湯治・ウェルネスの話をしまして、今後の進め方等についても皆で議論する

　と、そういうふうに行っております。

○ 25 番（泉　武弘）　計画の立案責任者、実行責任者は市長であることは、これは誰も疑い

　ません。しかし、それを補佐するのはお二人なんですよ。市長が考えていることは、こう

　いうところに思いがあるんだ、ここは課題だというのを把握して推進するのはあなたたち

　お二人なんです。この点だけ、再度強く望んでます。なぜかっていいますと、これ別府市

　の産業構造を変える、いわゆる冒頭に触れましたように、この事業が成功すると別府市は

　他市に比肩して、福祉の充実したまちになるんです。その願いがあるから、議員の大多数

　が賛成したんですよ。それを推進する推進力の補佐役はお二人なんです。ここだけ絶対忘

　れないでください。それだけ強く要望しておきますね。

　　それでやっぱり市長ね、メディアの皆さん方との協賛というのは極めて大事だと思うん

　ですよ。報道関係者の皆さん方を通じて、別府市が今、進めていこうとしているウェルネ

　ス事業を市民の皆さんに知ってもらう、また問題点も把握してもらう、こういうことはも

　う本当に僕は大事だと思うんですね。このメディアの皆さん方への対応、さらには旅行業

　者ですね。以前九州の雄と言われる産交バスに聞いたことがある。バス会社は、遠距離に

　大きな観光施設ができることが一番望ましい。なぜかというと、移動距離が多くなります、

　バス料金がかかります、そういうことで言われたことがある。こういうバス業界を中心と

　する、いわゆる交通機関、これとの連携というのは、私は早急に取りかかるべきだと思い

　ますが、その考えを副市長、聞かせてください。

○副市長（阿部万寿夫）　お答えします。

　　今、バス業界ということでございましたが、残念ながらまだ新湯治・ウェルネスの個別

　具体的な着地点の姿がまだはっきり外に打ち出せないというわけでございます。今の段階

　からバス業界にというのはなかなか難しいですが、別府がこういう事業を行っているとい

　うことに対しては、今九州全体や全国に対して、いわゆる情報発信をするということで行っ

　ているという状況でございます。

○ 25 番（泉　武弘）　副市長、ここ間違えないでくださいね。情報発信をしてるからいいん

　じゃないんです。メディアの皆さん方とか旅行あっせん業者とかバス業者には、協力を求

　めるんですよ。別府市はこういう事業をしてますから、ぜひともこれに参画してくれませ

　んかと協力を求めるのがあなたたちの役目なんです。そこだけ履き違えないくださいね。

　情報発信するのが行政の努めじゃないんです。そこだけ言っておきます。今後はもう、全

　力で取り組んでくださいね。本当に産業構造を変えるという意味で、私も期待してますし、

　その一翼を担いたいと思ってます。

　　そこで市長ね、珍しいと思うんですが、この議場にいらっしゃる議員の皆さんの大部分

　がこの計画に賛成したんですね。これは議会も、私個人で見ますと、賛成をしたやっぱり

　責任というのが市民から問われると思うんで、そこで議会との今後の連携、やはり逐一議

　会に進捗状況等を報告する責任が行政にはあるんじゃないかと思いますが、その点につい

　て市長はどのようにお考えでしょうか。

○市長（長野恭紘）　お答えします。

　　当然、議会の大多数の皆さん方に御賛同いただいたわけであります。御賛同いただけな

　かった方にも、当然ですけれども根気強く、しっかりと丁寧に説明を続けていくという義

　務が我々にはあるというふうに思っています。

　　そして逐一、出せる状況になれば全ての状況は包み隠さずに皆さん方にできる限り早く

　お伝えをし、そして同じ方向を皆さん方で向いていけば力はそれだけ増えていきますので、

　皆さん方と一緒に、これは別府の将来のためには絶対になければならないものだというこ
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　とは、大多数の皆さんとは共有ができているというふうに思いますので、しっかりと情報

　は皆さん方になるべく早くお出しをして、同じ方向を向いて一緒に力を合わせてできれば

　というふうに思っておりますので、その点についてはしっかりとこれからも情報は速やか

　に出していきたいというふうに思います。

○ 25 番（泉　武弘）　市長、１年が過ぎるのは、年齢を重ねるにしたがって本当に早くなっ

　てきます。私今 81 歳ですが、明けて 82 歳ですよ。平均寿命をもう超えるんですね。市長

　が、ひょっとしたら心の中で秋草から招待状を出そうかなと思っているかもしれません。

　それは受け取り拒否をします。今年１年を振り返ってみますとね、私にとってみると本当

　に実り多い議会だったと思っています。第一にこども広場ですね。実相寺の中央公園内の

　障がいのある子どももない子どもも一緒に遊べる広場、これにつち音が響くようになった

　というのは、本当に今年の一番の私は大きな成果だと思ってます。

　　さらには、過ぐる議会で、フリースクールの経営費の補助を何とかお願いできないかと

　いう質問をしたときに、市長が来年度の予算の中で考えたいという、これも大きな前進だ

　と思っています。

　　それから教師の盗撮問題、これについて教育長にやはり別府市でも実態調査をやるべき

　じゃないだろうかという提言をしました。その後、実態調査をやるということで明言をさ

　れています。これもやはり保護者や子どもに対して不安解消、安心感を与えるために、大

　切な施策だと思っています。

　　それと、過ぐる予算決算特別委員会で可燃ごみの民間委託の問題、これについて質問し

　ました。可燃ごみ民間委託については、同じ思いを共有できたと私は思っています。恐ら

　くそう遠くない将来に、この問題も解決するんじゃないだろうかと思っています。

　　さらに残る問題が共生社会実現のための日本語学校と相談室、こういうものについては、

　まだ課題が積み残しになっています。既に、市長にこれについても要望書を提出していま

　す。何とか来年度、行政だけじゃ駄目だ、官民協働してこういうのをつくるべきだと思っ

　ていますから、これについてもぜひとも取り組んでいただきたいなと思っています。

　　さらに、今日この後ＡＰＵの学生が見えます。市長にもお渡ししていますが、学生が来

　年度学生祭をしようという段階まで実は運んでます。これを何とか支援をしていきたいと

　思っています。今年度、いろんな諸課題がありましたけども、前向きな議論です、建設的

　な提言を市長が受け止めていただいて、大きな成果を僕は得ることができた。このことは

　自分としても実感しています。今までの対決じゃなくて、提案実行型に移行した１年であっ

　たなと、こう思ってます。

　　今年も残り少ない月日になりましたけども、市長をはじめ執行部の皆さん、そして議員

　の皆さんが健康で大過なく過ごせるよう祈念して、私の質問を終わります。ありがとうご

　ざいました。

○９番（美馬恭子）　日本共産党の美馬恭子です。今朝方もマグニチュード７という大きな

　地震が発生したとニュースで見ました。本当に地震大国といいますか、なかなか厳しい災

　害が次から次へとやってくる。そんな中で、大分では佐賀関の大火がありましたので、今

　後もみんなで注意していきたいなというふうにも考えております。

　　それでは、早速私の質問に入ってまいりたいと思います。一番最初に、学校給食費の無

　償化・食材の選択についてということでお伺いしていきたいと思います。

　　６月議会において、幼小中学校の給食の完全無償化を求める請願書を提出いたしました。

　また、無償化の実現を求める署名も 3,796 筆を執行部に提出いたしました。結果としては、

　請願は不採択となりました。今回、国では 2026 年４月から小学校の給食費の無償化に向

　けての議論がなされています。基準となる単価は１か月１人当たり 4,700 円ということが

　示されました。総額 3,000 億円、財源に関しては今のところはっきりとはまだ示されてい
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　ませんし、国からの補助がどの程度になり、地方自治体の負担がどの程度になるのかは今

　のところ見えてきておりません。全国的にも、2023 年９月時点では 1,794 自治体中 722

　自治体、約 40.2％が無償化を実施、そのうち 547 自治体が全ての小中学校児童生徒を対

　象に無償化を実施していると言われています。大分県内でも、小学校の給食完全無償化自

　治体は豊後高田市、宇佐市、豊後大野市、姫島村、日田市、そして今年度から国東市、杵

　築市、由布市、臼杵市が実施、また佐伯市、大分市で中学校の給食費の無償化が始まって

　おります。

　　そんな中、国からはっきりしたことは分かりませんけれども、2026 年の４月からは小

　学校の給食が無償化されるというふうに言われております。この中で保護者の立場から考

　えますと、国の方針決定、別府市独自の施策はないのかと期待されているところもある

　かと思います。現在、保護者負担軽減事業と食材費高騰分の補助が行われていますが、

　2026 年４月の国の動きを先取りして、別府市として、これらの事業を一歩前進されると

　いう考えはあるのかお聞かせください。

　（議長交代、副議長安部一郎、議長席に着く）

○次長兼教育政策課長（森本悦子）　お答えいたします。

　　本年 10 月、内閣総理大臣が所信表明演説で給食費の無償化については来年４月から実

　施すると明言したことを受け、本市としては、これから国が発表する具体的な制度設計の

　内容を注視して、今後の方向性を決定したいと考えております。

　　あわせて、スムーズな制度移行に向けて様々なパターンを想定した諸課題の整理を進め

　てまいります。

○９番（美馬恭子）　子育て支援策としての給食費の無償化に関しては、与野党を問わず大

　筋で合意していますし、今お答えがありましたように 2026 年４月からは進んでいくこと

　でしょう。現時点で３番目の子のみの無償化、別府市としては早めに小学校の給食費、い

　ろいろ考えていただいたと思いますが、2026 年４月から、ぜひ別府市として小学校給食

　費の無償化と同時に、幼稚園、中学校の給食費の無償化などを考え合わせて前に進めてい

　くことを考えていただきたい。それをお願いして、この項、次に入らせていただきたいと

　思います。

　　安心・安全な給食を考える上で、地産地消、オーガニックへの今後の対応ということで

　すが、今私も少し勉強をし始めたところですが、アグロエコロジーという概念に注目が集

　まっています。アグロエコロジーとは、生態系の中で営む農業本来の在り方を目指すもの

　であります。生態系の力を借りて農畜産業をすることで、環境を破壊せず、持続性・永続

　性の確保を目指します。特定の農法を指し示すものではないというふうにも書いてありま

　した。アグロエコロジーは、人も地域の生態系の中の一つの生き物として暮らし、生態系

　の力を借りて農畜産業をすることで、命の連鎖として、いただく食べ物の意義を認識し、

　環境を破壊せず、そして実施していくこと、これが本来の目的であるというふうにされて

　います。この考え方も、本当に今から子どもたちの食育にとっては大切な概念ではないか

　というふうに思っております。

　　全国的にも、地産地消やオーガニック食材を学校給食に取り入れる自治体が本当に広が

　りを見せています。別府市でも令和５年度から学校給食に地元野菜を活用する事業をス

　タートして、一定の成果を見せているというのは以前の議会でもお聞きしております。減

　農薬野菜やオーガニック野菜を生産するには、農家にとって本当に手間と費用がかかり、

　労力が必要とされるものだというのも承知しております。別府市の学校給食において減農

　薬野菜の導入は今後どのように進めていかれるのか、教えてください。

○次長兼教育政策課長（森本悦子）　お答えいたします。

　　令和５年度から、別府市内の契約農家が生産した野菜を学校給食に導入する事業を進め
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　ております。現在、17件の登録農家の皆様から16品目の野菜を計画的に栽培していただき、

　学校給食で活用しているところです。

　　減農薬野菜につきましては、その栽培には土壌改良など長期的な取組も必要とされます

　ので、令和８年度から学校給食に導入することをめどに、現在実務的な協議に着手いたし

　ました。そのほか、別府産のシイタケやキクラゲは、有機栽培されたものを今年度から既

　に活用しているところでございます。

○９番（美馬恭子）　以前もお聞きしましたように、少しずつ増えてきていて、シイタケ、

　キクラゲなどは既に活用されているということをお聞きしています。別府市は農業人口が

　少なく、若い人が農業に従事するときに、また移住して農業に従事したいと考える人にとっ

　ては、安定的な収入が必要になると思います。こういった新規就農者による減農薬野菜や

　オーガニック野菜の安定的な販路として、学校給食は非常に有望であるというふうにも考

　えております。

　　学校給食に恒常的に関わることは、食を通じて子どもたちの育ちを支えることです。今、

　子育て支援が政治の上ではトレンドのようになっています。少子化の中で様々な政策が出

　されています。しかし、学校給食に恒常的に関わる農業は最も大きな子育て支援に関わる

　と言ってもいいのではないでしょうか。減農薬野菜等の付加価値に対して補助することに

　より、安定的な販路を確保し、農家の立場から持続可能な子育て支援に参画することが、

　学校給食を通して実現可能ではないかというふうに考えますが、この点、今後検討をして

　いくことはできないでしょうか。

○次長兼教育政策課長（森本悦子）　お答えいたします。

　　減農薬野菜を学校給食に取り入れるに当たっては、採算面はもちろんですが、農家の皆

　様の深い御理解と御協力が不可欠でございます。今後、子どもたちと生産者による学校給

　食の場を交流の機会と捉えて、持続可能で効果的な食育事業、それから学校給食事業の推

　進にさらなる御理解と御協力をお願いしてまいりたいと考えております。

　　また、減農薬野菜は長期にわたり労力や費用がかかる分、一般的な栽培方法と比較いた

　しまして割高な市場価格となっておりますので、実務協議の中で、その価格の在り方につ

　いても調整を図ってまいります。

○９番（美馬恭子）　ぜひ、一挙に前に進むことはできないと思いますが、少しずつでも前

　に進んでいただきたい、そのように考えております。

　　私は農業は未経験です。アグロエコロジーと聞いても、当初は何のことだかさっぱり分

　かりませんでした。学ぶことによって見えてくる状況は、本当に大きな刺激になります。

　今後、学びを深めて前に進めることもぜひ考えていっていただきたいですし、農業が今か

　らの子育て支援の大きな一歩になるということも実感していただきたい。それを最後に、

　次の質問に入りたいと思います。

　さて、次です。2026 年３月開館となる新図書館についてお伺いしたいと思います。

　　今回、外観がしっかりと見えてきました。本当に立派な図書館ができたんだと、大変う

　れしく思っています。それは、新図書館を望んでいた市民の皆さんも同じだと思います。

　　しかし、そこでまず最初に気になったのは、こもれびパークという名称とロゴマークは

　大変よく分かるのですが、別府市立図書館という名称がありません。率直にこれはどうい

　うことなのかなというふうに思いました。別府市立図書館等複合施設の設置及び管理に

　関する条例の中でも、複合施設は別府市立図書館及び別府市共創交流拠点こもれびパーク

　によって構成するとされています。12 月の市報の１面見開きには、こもれびパーク・別

　府市立図書館と大きく書かれていました。とても分かりやすい広報だと思いました。しか

　し、実際の建物には別府市立図書館の大きな表記がありません。これは必要だと思います

　し、今後ぜひ掲げていただきたいと思います。これは要望として訴えておきます。
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　　それでは、質問に入りたいと思います。市立図書館が目指すコンセプトは何でしょうか。

○図書館共創交流局参事（西澤和江）　お答えいたします。

　　新図書館は、市民一人一人の資料や情報に対する求めに応え、個人・団体の多様な創造

　的活動を支援することを目的としています。子ども・高齢者・障がい者・働き世代など、

　全ての市民が利用できるように、また一人一人の自己実現を手助けできるようなサービス

　を大切にしたいと考えております。

○９番（美馬恭子）　それでは、複合施設こもれびパークとして掲げるメインテーマは何で

　しょうか。

○次長兼図書館共創交流局長（稲尾　隆）　お答えいたします。

　　新図書館を中心とする複合施設が最も重視する基本理念は、一人一人の暮らしと創造の

　よりどころになることです。豊かな暮らしにつながる確かな情報を届ける図書館と、世代

　や特性を超えて、市民の相互交流を促進する別府市共創交流拠点こもれびパークが連携し

　て、基本理念の実現を目指します。

　　そのために、一人一人が幸せを実感できる居場所を提供し、夢や目標の実現と地域課題

　の解決に役立つ機能とサービスを提供してまいります。

○９番（美馬恭子）　一人一人の自己実現を手助けできるようなサービス、そして一人一人

　の暮らしと創造のよりどころ、図書館というのは、県市町村の顔であると言われています。

　何を目指すのか、中心にあるのはそのまちの住民のニーズであり、そのまちの特徴をしっ

　かり見せていくことだというふうに考えています。建物が出来上がったからそれで出来上

　がりではなく、これから図書館をどのように育てていくのか。また、他市にどのように発

　信していくのかが大きな仕事になってくると考えています。そして、複合施設としてはそ

　の図書館をどのように発信していき、広めていくのかを考えていくことが中心になるとい

　うふうに思っています。

　　今、図書館が大きく変わっていこうとしている時代です。今までの概念、殻を破り、羽

　ばたこうとしている時代になってきているのだと私も感じています。本が読みたい人は来

　てください、研究したい人は資料がありますよ、聞きたいことがあれば司書に聞いてくだ

　さいなど、今までは図書館は消極的に人が来るのを待っている場所だったような気がしま

　す。しかし、現在はインターネットが多くの情報を流し、そして閲覧もでき、どこでも好

　きなときにスマホで本を読むこともできます。現代人は忙しい、ゆっくり腰を据えて本を

　読む時間がないという人も多く、日本人の読書量は年間の平均では 12 から 13 冊だという

　ことでした。そして最新のデータでは、１か月に本を全く読まないと回答した人の割合が

　６割を超えているというふうにも書いてありました。

　　その中で、今の図書館の役割は本当に真剣に考えていく必要があると思います。図書館

　に足を運ばせる、興味を持たせる居場所としての図書館、来てくださいという発信が大変

　大切になる、そういうふうに考えています。こう考えていくと、市立図書館に併設してい

　るこもれびパークの位置づけもおのずと見えてくるのだというふうに考えております。指

　定管理者が運営していくに当たり、そこにはしっかり市とコミュニケーションを取り、市

　立図書館としての立ち位置を明確にしていっていただきたい、そんな思いも持っています

　ので、ぜひ今後しっかりと市立図書館を育てていっていただきたいというふうに考えてい

　ます。

　　さて、それでは、図書館の収納最大冊数は 32 万冊というふうになっていますが、今後

　の蔵書計画と予算はどのようになっているか教えてください。

○図書館共創交流局参事（西澤和江）　お答えいたします。

　　令和５年３月に策定した管理運営計画における新図書館の蔵書計画については、開館時

　の蔵書冊数を約 20 万冊とし、開館後については、開架冊数の６分の１に当たる２万冊か
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　ら２万 5,000 冊の継続的購入を目指すとしています。中長期的な視点で蔵書の充実を図る

　とともに、除籍も計画的に進めていく予定です。

○９番（美馬恭子）　開館時には 20 万冊、今後、年間に２万冊から 2.5 万冊の購入予定とい

　うことのようです。除籍冊数もあり、計画的には 10 年程度の計画ということになるので

　しょうか。

　　ここのところ、本の単価も 1.5 倍から２倍近く上がっています。文庫本など一般的な書

　物に関しても、現在の 3,000 万円ではなかなか厳しいのが現状でしょう。まして専門書に

　なれば、年間どの程度が購入できるのか、疑問に感じます。漠然とした予定ではなく、図

　書館の目玉になるべき分野をしっかり定めていただきたい。蔵書計画を立てていくに当

　たっても、そのめどとするところを出して予算を出していただきたい。そして、少しずつ

　別府市の芯になる図書館を目指していただきたい、そんなふうに考えています。別府市の

　市民の財産となる蔵書です。そして、別府市の顔ともなる蔵書です。企画展示も考えつつ、

　継続した蔵書計画を重ねてお願いしていきたいと考えています。10 年めど、32 万冊が最

　大の収納冊数とはいいますが、冊数を目指すのではなく、その中、本の中身、そして、そ

　れをどのように発信していくのか、そこを考えて蔵書計画をしっかり立てていただきたい

　というふうに考えていますので、よろしくお願いいたします。

　　さて、それでは蔵書の選択、企画運営に関しての会議の持ち方についてお尋ねしたいと

　思います。

○図書館共創交流局参事（西澤和江）　お答えいたします。

　　新図書館で提供する資料、情報の整備については、市が直接運営する図書館事業の根幹

　をなす重要な業務であり、現在の図書館と同様に、資料の収集基準に基づき、図書館長を

　含む司書が参加する選書会議を開催して決定をします。資料の選定にこもれびパークの指

　定管理者が関わることはありません。

○９番（美馬恭子）　最後に、資料の選書にこもれびパークの指定管理者が関わることはな

　いと、このような答弁がありました。これは、今市が運営している図書館とされているが、

　いろいろな面で関わりを見ていくと、最終的には指定管理者が運営することになるのでは

　ないか、などという根拠がない思いが広がっていますが、そうではなく、市立図書館は今

　後もしっかり市が運営管理していくんだ、そういう思いだというふうに受け止めました。

　よろしくお願いします。

　　図書館とこもれびパークで実施する事業の企画運営は、どのような会議体で行っていく

　のですか。

○次長兼図書館共創交流局長（稲尾　隆）　お答えいたします。

　　新図書館では、教育、健康・福祉、産業、アート、まちづくりなどの分野において企画

　事業や、あるいは読書活動を推進する事業を進めていきますけれども、それらの事業につ

　きましては、館長と司書が中心に計画を実行していきます。そして、複合施設としての相

　乗効果を高めるために、図書館共創交流局長、それから図書館長、こもれびパークの指定

　管理責任者による企画運営会議を定期的に開催し、図書館で実施する事業と、こもれびパー

　クで実施する事業について利用者の視点から調整を図り、連携を深めます。

　　また、外部有識者等による機関として、図書館の運営に関する館長の諮問機関である図

　書館協議会を設置するとともに、一体的に管理運営していく複合施設全体の運営事業を客

　観的に評価し、また、助言等を行う共創支援会議を設置する予定です。

○９番（美馬恭子）　本当に立派な新しい図書館がお目見えしました。現在、様々な形の図

　書館が全国各地、新規につくられています。話題にも上っています。今までの図書館のイ

　メージとは大きく異なって、自由に使える空間の確保やものづくりなどと連携した企画展

　示、実際に音楽体験や子どもの遊び場を取り入れた居場所づくり、多くの人が立ち寄れる
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　場、その場で学び、感じ取ることができる図書館、ただ単に静かに本を読むだけではない

　図書館。しかし、その基本は探求心を満たせる英知の居場所です。これだという答えは本

　当に難しいかもしれませんが、これから別府市としての図書館をぜひ育て上げていってい

　ただきたい。そのためにも、市民との会話を今後も大切にしていただきたい。そういう願

　いを持ちまして、この質問を終わらせていただきます。

　　さて、３番目です。香害についてということでお伺いしたいと思います。

　　香害とは、家庭用品から揮発する臭いによる健康被害、原因として特に多いのが柔軟剤、

　国内の生産量が 2008 年から 2017 年の間に約１.6 倍も増加しているということも背景

　にあるようです。香害はひどくなると、化学物質過敏症を引き起こします。香りブームが

　2000 年頃から、各メーカーが競って合成洗剤や柔軟剤等の生活用品に人工的な香りを添

　加し始めました。また、スメハラ、体臭や口臭など自分の臭いで周囲に迷惑をかけること、

　これを気にするような方々も増え、そういう宣伝もとても多くありました。柔軟剤をはじ

　めとした香りつき製品は天然の香りではなく、90％以上が石油からつくられる合成香料で

　す。それに加え、新しいマイクロカプセル技術の開発や、メーカーははじける香り、３か

　月も香りが長もち、ナノ消臭成分などとうたってプラスチック製のマイクロカプセルの中

　に香りや消臭成分を閉じ込めた技術を開発しています。こうしたマイクロカプセルの家庭

　用品への利用が、目に見えない空気のプラスチック汚染にもつながっていると感じていま

　す。

　　2021 年、消費者庁、厚生労働省、環境省、文部科学省、経済産業省の５省庁が協力して、

　香害ポスターを作成しました。当初は香りの好き嫌いは個人の好みですとしていた文部科

　学省も、当時の文部科学大臣が、香害で学校に行けない子どもがいるとしたら、それは重

　大な問題であると答弁し、香害で不登校になる子どもの存在を認識しました。

　　さて、香害への対応や対策として、今現在、学校ではどのようなことを行っているのか、

　教えてください。

○学校教育課参事（藤原良浩）　お答えいたします。

　　各幼稚園、学校は、保健調査票などから児童生徒の健康状態について把握をしておりま

　す。そして、配慮の必要な児童生徒を学校は教職員全員で共通理解をして対応するように

　しております。

　　その中で、香りの配慮が必要な児童生徒がいる場合、学校は本人や保護者の要望等を聞

　き取り、配慮するよう努めています。配慮の内容によっては、通院先の医師の助言を基に

　対応したり、他の保護者の方々に協力を仰いだりすることもあろうかと思われます。また、

　香りの配慮に関する啓発資料を活用し、校内掲示や保護者への周知を行うとともに、養護

　教諭部会で情報共有を行う体制づくりを行っております。

○９番（美馬恭子）　２年前にも質問がありまして、その当時アンケート調査を行ったとい

　うふうに聞いておりますが、どのような結果が出たのか、またその中で考察があれば教え

　てください。

○学校教育課参事（藤原良浩）　お答えいたします。

　　令和５年６月に、各学校を対象に実施しました香りの配慮に関する調査では、香りによ

　る体調不良を訴える児童生徒はいなかったという結果でした。しかし、香りの感じ方や身

　体への影響には個人差があるため、一人でも香害による健康被害を訴える児童生徒が出た

　場合は、迅速に対応できる体制が必要であると考えております。

○９番（美馬恭子）　今お聞きしましたところ、香りによる体調不良を訴える児童生徒はい

　なかったというような結果だったようですが、日本消費者連盟などでつくる香害をなくす

　連絡会、また、超党派の地方議員による香害をなくす議員の会が 2024 年５月から 2025 年

　１月に実施した、９都道県の 21 自治体の小中学生 8,000 人と、幼稚園や保育所の未就学
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　児約 2,000 人から回答を得た中では、柔軟剤などの香料で体調不良になった経験のある子

　どもの割合は 8.3％、また、衣料品の洗剤や柔軟剤に含まれる香料の人工化学物質によっ

　て、小中学生の 10.1％が学校で頭痛や吐き気等の症状に陥った経験がある、との調査結

　果もあります。

　　今回、12 月５日消費者問題に関する特別委員会での質疑も出されています。啓発の体

　制があまりにも薄いのではないかと指摘したことに伴い、消費者担当大臣は、関係省庁と

　最新の科学的知見などの情報共有も行いながら、今後進めていきたいというふうに述べら

　れています。

　　香害については、香害というこの字を見てもどういうことなのか分からないという一般

　の方々も大変たくさんいらっしゃいます。また、職業によっては、密接に体をくっつける、

　そんなことに対してスメハラを意識し、柔軟剤を本当にプラスの気持ちで使っている方々

　もたくさんいるというふうにも感じています。なかなか難しい問題だというのは重々承知

　していますが、香害について先生方が研修し、理解を深め、そして子どもたちの話を聞け

　る、そういうことがとても大切だというふうに考えています。今後どのような取組をされ

　ていくつもりか、教えてください。

○学校教育課参事（藤原良浩）　お答えいたします。

　　香害について、教職員一人一人が研修を通して正しい知識と理解を深めることは、児童

　生徒の健康と学習環境を守る上で重要であると認識しております。今後は、学校の要望や

　地域社会の実情などを把握し、具体的な実施方法や内容等を検討していきたいと考えてお

　ります。

○９番（美馬恭子）　ここ 10 年ぐらい、本当に訴えが多くなってきています。子どもたちの

　中では、それがなぜそういうふうになるのか、はっきり言うことができない、言ったとし

　ても、間違いじゃないのとかいろいろ言われて、もう我慢するしかないという子どもたち

　もたくさんいるようです。まだまだ教育現場ではチラシを配布されていますけれども、チ

　ラシを配布することにとどまって、切実な声が聞けていないのではないかなというふうに

　も感じています。

　　先生方一人一人が香害についてきちっと認識し、こういうことがあるんだ、こういう子

　どもたちがいるんだ、それで学校に来れなくなっているんだ、親に関しても神経質になっ

　ている親がいるんだ、それはやっぱり子どもの体調を思い、必死になって訴えてるんだと

　いうところをぜひ理解していただくためには、一人一人の先生方をはじめ学校関係者が、

　やはり香害は新たな公の害なのだということを理解して、もう少し学習をしていただきた

　い。そして、一人一人の子どもにしっかりと真摯に向き合っていただきたい。そのことで

　学校に来れずに悩んでいた子どもたちが、ひょっとしたら一歩前に出れるのではないかな

　というふうにも考えています。

　　そういう体制づくりのためにも、ぜひ学校の中で、先生たちも時間がなくて本当に大変

　だとは思いますが、今からの子どもたちをしっかり育てていく上でも、学習をしていただ

　きたい。いろんな資料が出ています。難しい一歩ではなくて、香害ってどんなことなんだ

　ろうという中身をどの先生に聞いても分かるような、そんな学習会をぜひ開いていただき

　たい、今後の課題にしていっていただきたい、そしてその中でアンケート調査も再度取っ

　ていただきたいということをお願いして、この項については終わりたいと思います。

　　さて、次です。４番目、小倉グリーンハイツの水道管増設工事についてお伺いいたします。

　　小倉グリーンハイツ、これは私の先輩でもあります、平野前議員が随分話をしてきた中

　身だというふうに聞いています。小倉グリーンハイツは昭和 40 年代に造成されました。

　現在、百数軒の方々が住んでおられます。長年水道は市の水道ではなく、造成した業者が

　私の水道管を増設し、その後、現在に至るまでこの水道が使用されてきています。も
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　う 60 年近く、市としての水道管ではないので、なかなか長年の使用に耐えずということ

　で、また業者のメンテナンスもなかなかできておらず、最近では水道の濁りや断水なども

　あり、厳しい水回り事情が続いているようです。住宅街の道路自体も私道が入り交じり、

　分筆作業もなかなかはかどらなかったということも聞いています。

　　しかし、市の担当課職員の皆さんの御苦労もあり、分筆作業も進み、多くの私道が市道

　にと変わりました。その結果、地元自治会からの重ねての要望もあり、今回令和６年度か

　ら市の水道管の新設工事が始まりました。地元の方々は、長年の要望でもありました市の

　水道が使えるんだということで、大変喜んでいらっしゃいます。

　　さて、現在の整備状況はどのようになっているか、教えてください。

○上下水道局工務課参事（本田善之）　お答えします。

　　当地区の水道は地元で管理運営されている水道であり、老朽化により地元自治会から整

　備に関する要望書が提出され、令和６年度から市が管理する水道管の新設工事に着手いた

　しました。

　　ここまでの整備状況につきましては、全整備延長 5,250 メートルに対し、令和６年度に

　265 メートル、令和７年度につきましては 635 メートルについて、現在施工中であります。

○９番（美馬恭子）　では、始まりましたその水道工事、現時点での今後の計画について説

　明をお願いいたします。

○上下水道局長（橋本和久）　お答えいたします。

　　この小倉グリーンハイツにつきましては、様々な懸案事項がございましたが、別府市の

　ほうでそれを１つずつ解決して、ようやく昨年度から水道管を整備する工事に着手するこ

　とができました。

　　この工事をするに当たっては、地元の自治会をはじめ、地権者の方々の御協力をいただ

　きながら工事を進めているところでございまして、今後の計画としましては、御協力いた

　だくその進捗状況により、その工程であったり、次どこに水道管を整備するのかという計

　画が大きく左右される事業でございますので、今後とも別府市が丁寧にそこを調整しなが

　ら、事業を進めていきたいというふうに考えております。

○９番（美馬恭子）　　本当にね、住民の方々は長年水道には苦労してきたけれども、今回

　工事が始まったことに関しては大変喜んでおられます。今の水道は飲み水としては使えな

　いからスーパーなどで購入している、断水がちょくちょくあり大変不安、家の前の水道管

　が破損しているのか、水が流れ込んでくるなど、それぞれに問題を抱えておられるようで

　す。市の水道が通れば、すぐにでも使えると思っていらっしゃる方もいます。現地調査の

　ビラの配布があり、水道工事が始まり、動きは目には見えてきていますが、その後の具体

　的な内容が分からないと言われる方も多いです。個人個人や自治会長には説明をされてい

　るということでしたが、詳しい説明会など、開かれておらず、不安だという方もいらっしゃ

　います。

　　今後、地域住民の皆さんにはどのような説明をされていきますか。

○上下水道局長（橋本和久）　お答えいたします。

　　この水道管の整備に当たりまして、地元の方及び自治会に関しては、今まで２回の説明

　をさせていただいております。まず、最初は工事の設計をするときに、宅地の調査をする

　に当たりまして、工事の目的等の説明をさせていただいております。もう一度は、工事に

　着手するときに、工事による通行止めであったり、工程の説明とともに、接続に関する説

　明もさせていただいているところでございます。

　　全体の説明会ということでございますけれども、各宅地の形状と、また取込みの条件等

　がおのおの違いまして、それに関しては今後とも個別に別府市のほうで、地権者の方の要

　望とか、また疑問点に丁寧に答えながら個別に説明したいと思っております。そういうと
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　ころも含めまして、今後ともこの小倉グリーンハイツにつきましては、地権者の御協力を

　いただきながら、別府市の水道管を整備する事業を進めていきたいというふうに考えてお

　ります。

○９番（美馬恭子）　これまで本当に長い年月の中で、経過を踏まえれば、全住民への説明

　会の開催は必要だというふうに考えています。個別問題が大きいというのは本当にそのと

　おりだと思いますが、小倉グリーンハイツに住んでいる皆さんは、別府市民として住民税

　を払い、長年生活されてきていましたが、開発当時からの問題ではあるとはいえ、ここま

　で長引いた問題が今、本当に動き始めたんです。私道であるがゆえに道路整備もできず、

　水道や消火栓などの当たり前の行政サービスも受けられずに来ました。これらの説明責任

　が市にあるのではないかというふうに、私は考えています。ぜひ、全住民に向けての説明

　会の開催、お願いしたいというふうに思っています。

　　具体的な疑問・不安として上げられているのが、１、工事終了後、市の水道を利用する

　際には具体的に何をしたらいいのか。２番目、具体的な手続はどうすればいいのか。３番

　目、自宅への引込線の工事は誰がするのか、工事を依頼できる業者のリストを出してほし

　い。４番目、個人負担としての費用はどれぐらいかかるのか。また、５番目として、今工

　事が進んでおりますが、まだ新設路線には面していないけれども、近くから引込み工事が

　できるのか。本当種々多様な疑問・不安が出ております。個別に説明をすることも大切だ

　とは思いますが、本当に長年かかって動き出したこの工事、ぜひ住民の皆様に直接全体会

　として説明をしていただきたい。そんな思いが、小倉グリーンハイツに住んでいる方々に

　もあると思いますので、前向きに検討していただきたい、そのように思います。よろしく

　お願いします。

　　それでは、最後の質問に入りたいと思います。補聴器の購入についてです。

　　この件は、何度か議会での質問の中にも上がっています。高齢者の補聴器購入の補助に

　ついてです。身体障害者手帳の交付対象とならない、比較的軽度の難聴をお持ちの方々に

　はその助成がないことから、近年児童の言語発達の機会を損なわないよう、また、高齢

　者においては生活の質の向上等を鑑みて、自治体による独自の助成制度の整備が全国的に

　広まっています。加齢性難聴者の補聴器購入に対する公的補助制度を求める議会の意見書

　は 11 府県 351 自治体で採択されました。そして、助成は 493 自治体がいろんな意味で行っ

　ております。この中には、残念ながら大分県の市町村は入ってはいません。

　　さて、再度お聞きしたいと思います。別府市で補聴器を購入するに当たり、年齢にかか

　わらず、聴覚の障害により、聴力レベルの聴覚障がい者に対しては、購入費助成制度を障

　害福祉課が行っています。しかし、そこまで至らない人たち、難聴は日常生活に支障を来

　します。もうずっと言われておりますが、会話ができなくなれば認知症にも移行しかねな

　い、家族や社会からの孤立にもつながる。また、補聴器使用率は低く、補聴器の価格も大

　変高いものです。高額な費用負担を理由に補聴器の購入を諦めて、日常生活や社会生活に

　おける様々な支障が起こっている方々もいらっしゃいます。

　　障害認定を持たない、加齢などによる耳の聞こえに不便を感じている方への補助制度に

　ついて、再度別府市としての見解をお伺いしたいと思います。

○高齢者福祉課長（甲斐博幸）　お答えします。

　　現在、高齢者福祉課では、加齢等による耳の聞こえに不便を感じている方への補助制度

　は行っておりません。現時点では、障害者総合支援法による補装具支給制度を御活用いた

　だきたいと考えています。

○９番（美馬恭子）　行っていない。そうですね、ずっと障害福祉課で手帳をいただければ

　何とかなりますよという答えが続いているようです。助成している市町村でも、金額は身

　体障害者手帳の対象とならない中等度難聴の高齢者を対象としていますけれども、補助内
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　容は本当に様々です。補聴器購入費用の３万円から５万円程度を上限に補助が行われてい

　たり、収入によっても、非課税世帯など条件があるようです。いろいろな面で別府市でも

　ぜひ考えていただきたい、そのように思っております。

　　補聴器の購入費が高いため、高価な金額に購入をためらう高齢者も少なくありませんが、

　そんな中で少しでも補聴器購入費用が抑えられるために、補聴器の医療費控除を受けるこ

　とが承認されていますが、これもなかなかハードルが高いようです。まだまだ認知度も高

　くありません。補聴器購入の際は補聴器相談医や、認定補聴器技能者への相談が大切になっ

　てきます。実際には、それらの存在もあまり多くは知られていません。全ての方々が医療

　費控除を受けられているわけでもありません。

　　そういった中、別府市として補聴器の購入に対しての何らかの助成は設けられないのか、

　お伺いいたします。

○高齢者福祉課長（甲斐博幸）　お答えします。

　　補聴器購入への補助につきましては、聴覚機能の低下が高齢者全般に関わるものであり、

　全国一律の課題であると考えております。今後も介護予防・生活支援サービスなどの高齢

　者施策全般の優先度を慎重に判断することからも、今後、補聴器購入の導入は他市の事例

　やその効果などを注視していきたいと考えております。

○９番（美馬恭子）　なかなか前に進まないようですが、補聴器という高価な機器を買った

　後に医療費控除、これが受けられる、そういうふうになれば少しでもプラスになるのかな

　と。そのためには、相談するところとか、それからいろいろな書類が必要にはなってくる

　と思いますけれども、それでも少し前に進めることができるのであれば考えていただきた

　い。そして、そのような中で、少しでも高齢者が社会に向かって窓を開けていく、そんな

　時代が来るのではないかというふうに考えています。

　　御存じのように、認知症は年々増えています。その認知症を加速させるのは、やはりコ

　ミュニケーション不足です。そして、そのコミュニケーション不足から周りの人たちが認

　知症に対する認識、それも浅くなっていきます。しかし、今から高齢者の方々の力、本当

　に使っていかないといけない時代になってくると思います。そんな中、医療費に関しては

　かなり厳しいのが現状だとは思いますが、それでも少し前に進み出る、そんな別府市であっ

　てもよいのではないかと考えますので、ぜひ何らかの形で助成できるように考えていって

　いただきたい、そのように感じています。

　　今回の質問に関しては、市民の皆さんからいただいた疑問やお声を土台にして、質問を

　構成させていただきました。なかなか私としてまとめるところが不十分ではありましたけ

　れども、しかし、市民の方々、いろんな思いを持って毎日生活されています。そんな中で、

　少しでも前に進むことができる、そして、市民の声を議会で反映させることができれば、

　私の議員としての一つの務めにもなるのではないかなというふうに感じています。これか

　らも少しずつではありますが、前に進むために私も勉強に励んでいきたいと思いますし、

　どうぞ執行部の皆様方も、私を引っ張るような答えをぜひ期待しておりますので、一緒に

　頑張ってまいりましょう。ありがとうございました。

○副議長（安部一郎）　休憩いたします。

　　　　　　午前 11 時 50 分　休憩

　　　　　　午後１時 00 分　再開

○副議長（安部一郎）　再開いたします。

○３番（中村　悟）　創る未来の会、中村悟です。

　　日がたつのは早いもので、議員になりはや２年８か月が経過しようとしています。１期

　４年ということで、残された貴重な時間を大切に、子どもたちの時代に豊かな別府市を引

　き継ぐという思いの下、今回も一般質問をさせていただきます。
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　　まず、認可保育所、認定こども園における主食持参方式の課題と改善について取り上げ

　させていただきます。

　　まず現在、別府市内の認可保育所、認定こども園の一部では、３歳以上の食において、

　主食を保護者が持参する方式が取られています。では、別府市内の認可保育園、認定こど

　も園の主食持参方式の実態について、答弁を求めます。

○子育て支援課長（穴見雄一）　お答えいたします。

　　令和７年３月議会におきまして、中村議員から同じ質問をいただき、そのときと同じ

　回答になりますが、市内の認可保育園、認定こども園 33 施設の３歳児以上の給食について、

　御飯やパンといった主食とおかずである副食ともに提供している施設は、主食を選択でき

　る２施設を含め 14 施設、副食のみ提供し、主食は持参となっている施設は 19 施設です。

○３番（中村　悟）　年度替わりで変更はなかったということを理解しました。

　　別府市では、保護者に主食の持参を求めている施設は全体の 57％ということです。半

　分以上の園で、保護者に主食の持参を求めているということが分かります。その主食持参

　方式についての課題について、今からお話をさせていただきます。

　　2025 年４月 23 日から６月 19 日の期間に、ＢＡＢＹ　ＪＯＢ株式会社が公立保育施設

　がある全国 47 都道府県、計 1,414 市町村の保育課を対象に、第２回公立保育施設におけ

　る主食持参に関する全国調査を行いました。その結果、保護者に主食の持参を求めている

　市町村の割合は 29.4％でした。昨年 2024 年１月 15 日から２月 15 日に実施した同調査の

　第１回目の調査では、36.4％でした。

　　以上の結果から、全国的には園による主食の提供の方向が主流になりつつあると言えま

　す。ではなぜ、園による主食の提供が主流になり、保護者による主食の持参を求めている

　園が減っているのか。主食保護者持参方式の問題点について、衛生管理、そして栄養の均

　一性、また災害時の対応の観点から個別具体的に質問をさせていただきます。

　　まずは衛生管理の観点からです。食品衛生、食中毒リスクについてです。お弁当に入れ

　た主食は、家庭から園までのまず温度管理が難しいと言えると思います。特に夏場、夏場

　の高温期は特に細菌の増殖リスクが高まります。そして、園は持参物の衛生状況を、中を

　開けて確認することができないため、何かあったときの責任の所在が分かりづらいという

　ことになります。また、子どもに提供する際に園で再加熱をするということができないた

　め、特に夏場は冷たい状態のまま園児が食べるということが多いです。

　　そこで、主食持参方式の園に対して、市として高温期における主食保管安全対策の衛生

　指導はされていますか、答弁を求めます。

○子育て支援課長（穴見雄一）　お答えいたします。

　　保育所における食事は、安全・安心であることが基本であり、大分県が定めている児童

　福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例、こども家庭庁の児童福祉施設等にお

　ける食事の提供ガイド、厚生労働省の大量調理施設衛生管理マニュアルなどに従い、各施

　設において安全性の高い品質管理に努めているところです。

　　また、大分県により私営保育所等の指導監査が行われており、本市職員も同行し、一緒

　に確認をしています。その際に、大分県東部保健所職員が同行し、給食調理に関する確認

　が行われており、施設で調理しているものや食材等について、保管場所や温度管理につい

　て聞き取りを行っています。さらに、夏期には食中毒の発生しやすい条件に達したときに、

　食中毒注意報を各保育所等へ送付し、注意喚起を行っています。

○３番（中村　悟）　法令番号昭和 23 年厚生省令第 63 号児童福祉施設の設備及び運営に関

　する基準の第 32 条第２項第１号では、幼児に対する食事の提供の責任が当該保育所にあ

　り、その管理者が衛生面・栄養面等、業務上必要な注意を果たし得るような体制及び調理

　業務の委託者、受託者との契約内容が確保されていることと明記しています。
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　　しかし、持参の主食だと、調理・保存・輸送の過程が管理ができない、また冷蔵管理や

　温度管理の保証ができない、また、異物混入やアレルギー事故の管理が困難という理由で、

　園が責任を負い切れないという構造になります。

　　以上、食品管理の問題点について、担当課としてのお考えを答弁願います。

○こども部長（宇都宮尚代）　お答えします。

　　保育所における食事は安全・安心であることが基本であり、各種通知に従い、各施設に

　おいて、安全性の高い品質管理に努めているところです。施設長及び給食管理責任者は、

　衛生管理の観点から保管場所、例えば冷暗所で保管するなどについて留意するとともに、

　保護者に衛生管理面における注意点などについて情報提供を行っております。

○３番（中村　悟）　児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の第 32 条第２項第１号では、

　幼児に対する食事の提供の責任が当該保育所にありと明記をされています。では、家庭か

　ら持参の主食についても責任は保育所にあるという認識で間違いないのでしょうか。

　　また、万が一主食による食中毒が出た場合の責任の所在は保育園になるのか、保護者に

　なるのか、答弁を求めます。

○こども部長（宇都宮尚代）　お答えいたします。

　　保育所で食中毒が発生し、重症となった場合などには、保健所へ報告することとなって

　おり、保健所の調査により原因が特定をされます。

○３番（中村　悟）　分かりました。子どもの主食に関して安全性、昨今の日本では、特に夏場、

　かなり高温期、温度が高い日々が続いております。よって、お米を持参するというところ

　に関して、不安を抱えている保護者の方はとても多いです。そのため、しっかりここは特

　に取り組んでいただきたいと思います。

　　また、次の観点からいきますと、栄養の均一性の観点から問題になってくるのが、子ど

　もが満足に食べられないケースがあるということです。子どもごとに園で食べる量が違い

　ます。家庭では園で食べる量を見てるわけではないので、なかなか適量が分かりにくく、

　お米が多過ぎたり少な過ぎるという問題が起こりやすいと思います。園で提供する場合は、

　当然足りなかったらお代わりできて、対応はできると思います。でも、なかなか持参とい

　う形では調整がしづらいというところ、また硬かったり、柔らかいとか、あとは冷たくて

　食べにくいなどの食事の質にも差が出ると思います。結果として、摂取量にばらつきが大

　きくなり、栄養面の問題につながっていくと思いますが、以上の点について担当課のお答

　えを答弁願います。

○こども部長（宇都宮尚代）　お答えいたします。

　　主食の量につきましては、保育所から目安となる量を保護者へお伝えをし、子どもの食

　べる量を保護者が把握し、子どもに合った量を持参をしていただいております。主食の炭

　水化物は主要な栄養素の一つでありますが、それだけの摂取量だけをもって栄養面の格差

　につながるとは言い難いと考えておりまして、そのほかの主要な栄養素がバランスよく提

　供できるよう、献立や調理方法を工夫し、提供しているところでございます。

○３番（中村　悟）　では次に、災害時の対応の問題点についてです。

　　主食持参方式は、災害時・非常時に給食体制が維持をしづらいと言えます。主食持参の

　園は、家庭でのお米の準備がもし災害でできなかった場合に、今度副食のおかずのみの提

　供になってしまい、完全給食が提供されません。しかし、園で御飯が炊ける場合は、災害

　時でも完全給食の確保がしやすいと言えると思います。以上について、担当課のお考えを

　答弁願います。

○こども部長（宇都宮尚代）　お答えいたします。

　　各施設では、災害時・非常時に備えた食品の備蓄を行っておりますが、災害時・非常時

　等で保護者による主食の持参ができないというときには、それらを活用するなど、状況に



65－ －

　応じた対応になります。

○３番（中村　悟）　非常時に備えて、食品の備蓄は園それぞれで行っているということで

　すが、災害時に保育園の園舎の被害が少なくて、開園をした場合に、主食も園で提供でき

　れば、様々な状況によりお米やパンを用意できない家庭があっても、完全給食を園で提供

　することができます。

　　一方、主食持参方式ですと、副食のみ、もしくは備蓄品の提供になってしまいます。体

　が成長過程の園児にとって食は大切です。非常時に完全給食を継続できる体制づくりにし

　ていただきたいと、子どもの食というところを一番に大切にしていただきたいと思います。

　以上、担当課の考えを答弁願います。

○こども部長（宇都宮尚代）　お答えいたします。

　　災害時・非常時の各施設の備えは、平時から意識して想定し準備しておくことが重要だ

　と考えます。発災後の状況にもよりますが、給食の提供は、例えば簡易給食、別の場所で

　調理をした給食や弁当、また自宅から弁当の持参など、状況を見て判断し、臨機応変な対

　応になります。

○３番（中村　悟）　別府市では、子ども・子育て支援法に基づき、第３期別府市子ども・

　子育て支援事業計画を策定をしています。その施策目標の中に、保育サービスの充実と食

　育の推進を掲げています。その目標達成の観点から見ても、主食提供方式は整合性が高い

　と言えます。主食持参方式は、これまで地域や県の事情から続いてきた経緯がありますが、

　子どもを取り巻く環境、家庭の働き方、そして食育の理念は大きく変化をしています。衛

　生管理、保護者負担、子どもの公平性、教育としての食育、どれを取っても主食を園が提

　供、主食を園が提供する方式のほうが、子どもと家庭に寄り添った制度と言えます。

　　基本理念に、子育てがしやすいと実感できるまちを目指しますと掲げています。この理

　念を達成して、別府市が子育てしやすいまちとして選ばれ続けるためにも、この問題は先

　送りをするのではなく、市として積極的に主食提供方式への移行を支援すべきだと思いま

　す。

　　園の設備、調理設備の補助や主食費の助成などを市が積極的に支援すれば、移行は十分

　可能と考えます。市として、園提供方式への移行を進めるための支援策を検討できないか、

　答弁を願います。

○こども部長（宇都宮尚代）　お答えいたします。

　　他の自治体の実施状況などを確認するなどし、市としてできるのかなど、慎重に判断し

　ていきたいと考えています。

○３番（中村　悟）　慎重に判断していきたいということなんですが、ほかの自治体の実施

　状況、また市民ニーズ、そして各園の意見というところをしっかりとアンケートで調査を

　取っていただいて、まず実態把握をしっかり行っていただいて、その結果本当に必要なん

　だというところが確認できれば、しっかりと進めていきたいと思います。よろしくお願い

　します。

　　次です。放課後児童クラブ、長期休暇限定預かり事業の進捗についてお聞きをします。

　　私の前回の一般質問において、市による放課後児童クラブ長期休暇限定預かり事業を提

　案をさせていただきました。令和７年８月 18 日から８月 27 日の間で実施した保護者アン

　ケート結果で、放課後児童クラブを利用している、利用を検討している方の実に 75％が

　利用料金１万 5,000 円程度、昼食代、おやつ代は別途徴収でも、そして保護者が児童クラ

　ブまで送迎する形でも利用したいと、75％の方が答えています。

　　この結果から見ても、夏休み長期休暇限定で利用できる児童クラブができた場合、待機

　児童の解消対策として最も効果的であると言えます。前回の答弁の中で、夏休み限定の児

　童クラブの開設について前向きに調査研究を進めていきたいと、こども部長から発言があ
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　りました。では、その後の進捗状況について答弁を願います。

○こども部長（宇都宮尚代）　お答えいたします。

　　前回の９月議会では、事業の実施に向けて調査研究を進めてまいりたいとお伝えをして

　いましたが、その後事業の実施に向けて必要となる各種協議を重ね、前向きに検討を進め

　ています。

○３番（中村　悟）　別府市が前向きにこの事業について検討している状況というのは、実

　際に放課後児童クラブの施設の方から聞く内容により把握をしております。ぜひ今後も引

　き続き、なるべく早期の実現に向けて取り組んでいただきたいと重ねて申し上げます。

　　では、次の質問に入ります。

　　メガソーラー計画に関する課題と市の対応についてです。

　　昨今では、北海道や千葉県などメガソーラーをめぐる問題が取り上げられています。そ

　こで、新規のメガソーラー建設に当たって必要になってくる手続と、その法的強制力につ

　いて答弁を願います。

○生活環境課長（堀　英樹）　お答えいたします。

　　メガソーラーの建設は売電目的の事例がほとんどでございますが、再生可能エネルギー

　電気の利用の促進に関する特別措置法、いわゆる再エネ特措法におきまして、資源エネル

　ギー庁より事業計画の認定を受ける必要がございます。そのほか、事業規模や設置場所に

　よりましては、環境影響評価法や農地法などの関係法令の手続が必要となってまいります。

　　また、法的強制力につきましては、事業計画策定ガイドラインの遵守事項によりまして、

　法令違反や措置命令に従わない場合は、国による認定取消しが可能となっているところで

　ございます。

○３番（中村　悟）　では、今までで事業者から別府市に相談があった件数を答弁願います。

○生活環境課長（堀　英樹）　お答えいたします。

　　別府市地域新エネルギー導入の事前手続等に関する要綱を制定いたしました平成 26 年

　９月以降に、メガソーラー規模以下の太陽光発電も含めますと、10 件の事例相談を受け

　ているところでございます。

○３番（中村　悟）　メガソーラーより小規模の太陽光発電も含めると、10 件の相談を受け

　ているということです。

　　では、実際に別府市内に設置をされているメガソーラー施設の数と、場所と規模を合わ

　せて答弁を願います。

○生活環境課長（堀　英樹）　お答えいたします。

　　別府市内にはメガソーラー規模の太陽光発電施設は現在４か所ございます。内成地区に

　約 32 メガワットのものが１か所、志高地域に 20 メガワットのものが１か所、東山地区と

　小倉地域に１メガワットのものがそれぞれ１か所設置をされているところであります。

○３番（中村　悟）　では、今現在市に相談が来ている新規の建設計画はございますか、答

　弁を願います。

○生活環境課長（堀　英樹）　お答えいたします。

　　現時点では、メガソーラーの建設に関する相談はございません。

○３番（中村　悟）　では、メガソーラー計画の課題について入ります。

　　別府市では独自に別府市地域新エネルギー導入の事前手続等に関する要綱を平成 26 年

　９月５日に制定をしています。その主立った内容と、要綱を制定した狙いについて答弁を

　願います。

○生活環境課長（堀　英樹）　お答えいたします。

　　別府市地域新エネルギー導入の事前手続等に関する要綱は、新エネルギー導入事業者が

　事前相談なく、開発し、設置するのではなく、地元との相互理解の上、関係法令を遵守す
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　る形で導入を進めることにより、無秩序な開発を抑止するために制定をしております。

　　主な内容といたしましては、地元説明会の開催を義務づけるとともに、関係法令の確認

　事項を遵守させるための機能を持たせているところであります。

○３番（中村　悟）　では、その要綱が守られなかった場合の市の対応についてどういった

　ものが考えられるのか、答弁をお願いします。

○生活環境課長（堀　英樹）　お答えいたします。

　　当該要綱は、条例とは異なり、罰則規定が附帯できませんが、資源エネルギー庁が策定

　いたしております事業計画策定ガイドラインの遵守事項におきまして、当該要綱の規定を

　違反した場合には、再エネ特措法の第 12 条の指導助言、第 13 条の改善命令、第 15 条の

　認定取消しに対する措置が講じられるため、適正な新エネルギー導入が担保されているも

　のと捉えております。

○３番（中村　悟）　分かりました。では、リスク管理について質問したいと思います。

　　まず、メガソーラーは山林を大規模に伐採をして造成をするケースが多く、生態系の破

　壊や野生動物の生息地減少につながる懸念があること、また、土地の保水力が落ち、自然

　災害、なだれや土砂崩れのリスクが上がる懸念があることについてどうお考えでしょうか、

　答弁を求めます。

○生活環境課長（堀　英樹）　お答えいたします。

　　資源エネルギー庁の事業計画策定ガイドラインによりまして、土地や地域の状況に応じ

　た防災、環境保全、景観保全の観点から適切な土地の選定、開発計画の策定を行うことが

　担保されているものと考えております。

　　また、森林法を所管する大分県の審査要領では、開発予定地の市町村や地元自治会等と

　の環境保全に関する協定を結ぶなど、地元合意が条件として付されているところでござい

　ます。

　　さらに、本年９月には経済産業省が、メガソーラーの開発事業者や運営事業者に対する

　規制強化に乗り出し、開発による地盤崩壊や土砂流出を防ぐ措置も厳格化することを検討

　していくとの報道があったところでございます。

○３番（中村　悟）　分かりました。地域住民の生活圏や高速道路を含む道路から見える場

　所にメガソーラーが建設されると、景観の悪化につながり、地域住民からの反発が起こる

　ことや、また観光地としての価値が下がることにつながりかねません。以上についてのお

　考えを答弁願います。

○生活環境課長（堀　英樹）　お答えいたします。

　　メガソーラーの設置される場所によりましては、景観への悪影響も想定されるところで

　はございますが、開発が計画された場合には、留意しておくべき点があると了知をしてお

　ります。景観は単にメガソーラーが見えるか見えないかが問題とされるものではなく、不

　特定多数の人が景観自然を眺める場所において、眺望という自然の享受を妨げることがな

　いかが、重要な視点であると捉えております。

○３番（中村　悟）　では、市としての今後の対応について質問をさせていただきます。

　　2012 年にＦＩＴ制度、固定価格買取り制度が導入され、再エネの導入が促進をされま

　した。また、今後さらに再エネを利活用していくために、2022 年からＦＩＰ制度の運用

　が始まりました。固定価格買取り制度、ＦＩＴは毎年見直され、価格の推移は年々減少

　しています。2012 年には、10 キロワット以上 50 キロワット未満の事業用太陽光発電の買

　取の価格がキロワット当たり 40 円税抜きからスタートし、2024 年度にはキロワット当た

　り 10 円まで下がっています。ＦＩＰも市場連動型でプレミアがつくものの、市場価格低

　下やコスト増加で実質の収支は減少傾向です。

　　固定価格買取り制度の買取価格低下による収益性の悪化や資材高騰による設備投資回収
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　困難などにより、事業者が倒産をした場合、高額な太陽光パネル撤去費用を請求する先が

　なくなり、放置されることで、景観・環境安全面が侵されてしまいます。国も再生可能エ

　ネルギー特別措置法により、事業者の設備撤去・廃棄の義務を明確にし、事業撤去時の撤

　去費用補助などの対策を進めていますが、絶対に起こらないとは言えません。別府市内で

　のメガソーラー建設については、世界に名立たる温泉観光地別府としての美しい景観を壊

　すことがないようにしっかり配慮をしていただきたいのと、環境にも悪影響が出ないよう

　に配慮しつつ、別府市民の声をしっかり傾聴することを重視していただきたいと思います。

　　最後に、担当課としてのお考えを答弁願います。

○生活環境課長（堀　英樹）　お答えいたします。

　　別府市地域新エネルギー導入の事前手続等に関する要綱に定めておりますとおり、メガ

　ソーラーの導入につきましても、他の新エネルギー導入と同様に地元の理解が重要な導入

　条件になろうかと考えております。その大前提の上で、関係機関との連携を図りながら、

　自然環境や生活環境、地域資源の保全につきまして、適切な対応をしてまいりたいと考え

　ております。

○３番（中村　悟）　ソーラーパネルは約 20 年から 30 年で寿命を迎えることが多いため、

　2030 年代以降に大量廃棄をされて、適切にリサイクル処理がされなくなるという懸念も

　ございます。また、ガラス、アルミ、シリコン、銀などを取り出す工程が複雑で、分解に

　手間がかかるため、リサイクルコストが高くなることが不法投棄リスクにつながる懸念も

　あります。また、種類によっては鉛、セレン、カドミウムなど有害物質を含むことで、よ

　り処理が難しくなっています。いろいろな事態を想定しつつ、市民の声を第一に、メガソー

　ラー建設に当たっては慎重に、業者からの声があった場合は対応していただきたいと思い

　ますので、どうぞよろしくお願いいたします。

　　それでは、次の質問に入ります。

　　法定外目的税、宿泊税についてです。

　　まず、県において、第３回大分県観光振興財源検討会議が 10 月６日に行われました。

　その会議の結果として段階的定額制を軸に今後検討することや、課税免除として修学旅行

　を免除対象にすること、また、課税店は設けないことでまとまったということです。今後、

　宿泊事業者を対象にアンケートや県内 14 か所で意見交換会を行った後、来年２月に報告

　書をまとめ上げる予定ということです。その県からの報告書を受け、宿泊税を導入するか

　見送るのか、導入する場合は、市町村での導入か県一括での導入かなどを判断するという

　ことです。

　　また、第３回大分県観光振興財源検討会議の中で報告された、新しいおおいた共創会議

　の観光振興財源に対する各市町村の意見では、宿泊税導入について県内 18 市町村のうち

　16 市町村が賛成をし、豊後高田市が反対、大分市が県一括での導入に反対の意見を表明

　したということが報告されたということです。別府市は賛成したということですが、その

　理由を答弁願います。

○市民税課長（佐保博士）　お答えいたします。

　　大分県の検討会議の中で報告されました、８月に開催の新しいおおいた共創会議の観光

　振興財源に対する意見では、将来にわたって魅力的な国際観光温泉文化都市としてあり続

　けるためには、自主財源の確保は重要であるとし、仮に宿泊税等を導入する場合は、市町

　村での導入か県一括での導入のどちらが望ましいかとの設問に対しては、課税要件等の諸

　条件が明確でない現状では、市町村での導入か県一括での導入のどちらがよいかは判断で

　きないが、仮に、県も市町村も導入するとなった場合は、市町村の事情を踏まえ、減免規

　定等に柔軟に対応できる制度としてほしいと意見を述べています。

○３番（中村　悟）　そうですね、県と市も同時に導入するとなった場合は、しっかり市町
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　村の事情を踏まえて、減免規程等に柔軟に対応できる制度としてほしいということで述

　べたということで理解をしました。別府市においても、宿泊税検討委員会の第３回の会合

　が 10 月 21 日に市役所で行われました。先立って行われた第３回大分県観光振興財源検討

　会議の結果を踏まえてどういった協議がその中でなされたのか、何が決まったのか、協議

　の内容、そしてそこで決まった決定事項、また今後の協議の日程などを詳細に答弁を願い

　ます。

○市民税課長（佐保博士）　お答えいたします。

　　これまでの開催状況を含めてお伝えいたしますと、第１回の検討委員会は２月３日に、

　第２回は５月 26 日に開催しております。その後８月に熱海市の職員を招いた勉強会を開

　催し、第３回は 10 月 21 日に開催しました。第３回の検討委員会では、具体的な課税要件

　の提案を行い、税率については一律定額制と段階定額制の２つを提案しました。また、免

　税店を設けるかどうか、課税免除を規定するかどうか等について議論をしていただきまし

　た。

　　今後の日程につきましては、大分県の議論を見据えた上で、年明けに第４回の検討委員

　会を開催し、新年度には検討委員会の報告書を市長宛てに提出する予定であります。

　　なお、宿泊税の導入は令和９年２月を予定しております。

○３番（中村　悟）　別府市の第３回の検討委員会でも、具体的にどういう制度にするのか

　というところが議論に乗っているということで理解しました。

　　今後、別府市が世界に名立たる温泉保養地として活躍していくには、環境の整備は欠か

　せません。市町村独自の法定外目的税として宿泊税を導入することに私は賛成の立場なの

　ですが、今後協議を進める上で重要になってくる点として３点上げさせていただきますと、

　宿泊事業者の負担を最小限にすること、そして２つ目は、より別府観光の魅力増進につな

　がる効果的な使い道にすること、３つ目が、県と市、それぞれ同じ宿泊税を課税する場合

　の県との取決めについて、市として割りを食うことがないように、しっかりとした協議を

　することです。

　　では、別府観光の魅力の増進につながる効果的な使い道について、今考えている担当課

　のお考えを答弁願います。

○市民税課長（佐保博士）　お答えいたします。

　　宿泊客に納めていただいた宿泊税は、温泉の保護等に関する事業を行いつつ、本市の基

　幹産業である観光を推進することによって、市全体が潤い、市民の福祉の増進が図られる

　好循環をつくり出すことが必要であることから、入湯税の超過課税の使途における５本の

　柱である、１、温泉資源の保護確保、２、観光客の快適性の確保、３、観光客の安全・安

　心の確保、４、観光客を増加させるための事業推進、５、観光客の受入れ体制の充実を使

　途の基本的な方向としておりますが、入湯税の使途とはすみ分けを行っていく必要がある

　と考えております。

○３番（中村　悟）　入湯税の超過課税の使途の５本の柱に沿いつつも、入湯税の使途とは

　またすみ分けを行っていく必要があるということで、理解をしました。ぜひ、やっぱり別

　府観光が飛躍的に進んでいくような形で、効果的に使っていただきたいというふうに思っ

　ております。

　　３番目ですね、ここが僕また一番気になってるところなんですが、県と市の課税調整に

　ついて質問をさせていただきます。

　　宿泊税の制度を考える上で重要になってくる一つの観点として、特別徴収義務者である

　宿泊事業者の方の要望をしっかりと拾い上げること、事務負担を最大限軽くすることなど

　が大切です。第２回検討委員会で出た主な意見の中にも、小規模な事業者に対する配慮

　が必要ではないかという委員の意見が出ています。その観点から見ると、課税方法は一律
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　定額制、そして免税店はなし、そして課税免除は入湯税の課税免除にそろえて、年齢 12

　歳未満の者、または修学旅行を目的とする高等学校以下の団体客とすることが最も宿泊事

　業者にとっては混乱がなく、負担の少ない配慮した制度と言えると思います。

　　しかし、先立って県から段階的定額制の方向性が示されました。また、県と市の課税額

　調整も大切だと思います。例えば成功例を挙げますと、福岡県と福岡市、また北九州市で

　は、同じ宿泊税一律定額制を導入し、県が全域一律 200 円の宿泊税を課す一方、県とは別

　に課税する福岡市、北九州市では宿泊事業者の事務負担軽減につなげるため、同一の課税

　制度で一律定額制にした上で、県の税額を、200 円中 50 円にとどめ、150 円の市税をかけ

　られるように調整をしています。これが、市として全国的に見て調整が成功した例と言え

　るのではないかと思っております。先に大分県のほうから段階的定額制の方向が示される

　ことで、宿泊事業者の負担を考えると、やはり別府市も県にそろえるしかなくなり、先に

　宿泊税に絞り議論を始めた別府市が後手に回っている印象をどうしても受けてしまいま

　す。

　　別府市は、県下一の温泉観光都市として世界に名を轟かせている観光地です。宿泊税を

　別府市独自の新たな貴重な財源として最大限確保し、さらなる観光の魅力増進に使い、別

　府市の発展につなげるには議論が煮詰まっている今が正念場だと思います。しっかりと県

　に別府市としての要望を訴え、別府市民、宿泊事業者にとってよりよい結果をもたらすこ

　とを強く要望します。別府市からは、大分県観光振興財源検討会議に阿部副市長が委員と

　して参加しているということで、以上の質問に対して、阿部副市長からそこにかける熱い

　思いを答弁願います。

○副市長（阿部万寿夫）　私のほうから答弁させていただきます。

　　議員おっしゃるとおり、県と市と別々に課税要件を持つとなると、混乱するのは納税者

　である観光客、そして特別徴収義務者である旅館、ホテルのフロントということになりま

　す。そういう事態だけは絶対避けなきゃいけないということで、今、県とは課税要件だけ

　は絶対一緒にしようねと。

　　前回、確かに県は段階的ということで話をし、収れんしようとしてますが、これももう

　決まってしまったわけではなく、まだまだ議論の余地あるところでございます。まだ決し

　て決まってはおりません。ただ、県の委員には、別府の事業者が 10 人中３人入っており

　ます。そういう意味では別府の意見はかなり出ております。

　　今、いずれにしましても課税要件は一緒にして、しかも北九州、福岡の例もありました

　ように、県か市かどちらかが課税徴収をして、取った後に県、市、もう一方に配分すると、

　そういう方法を取りたいと思います。そうするといわゆる納税者、特別徴収義務者の負担

　はかなり軽減されると思ってます。そういう方向で話を進めていきたいと、収れんさせて

　いきたいと思っております。

○３番（中村　悟）　ありがとうございます。段階的定額制に決まったわけではないという

　ことなんですが、そろえるということで、僕は一律定額制のほうが事業者にとっては確実

　にいいのかなと思いますし、各県内市町村の状況を見てみても、やっぱり一番分かりやす

　くてシンプルでいいのかなというふうに思ってますが、段階的定額制になった場合は、県

　のほうがなった場合はそれにそろえるということで理解をしたんですが、あとは価格です

　よね、県がどれぐらい取って、市がどれぐらい取るのかというところについてはやはりしっ

　かりと協議していただいて、別府県内の中でも別府市はかなり宿泊業者も多い地域ですか

　ら、やはりここは主導して、ぜひ進めていって、別府市がしっかりと自主財源として確保

　できるような形で持っていっていただきたいと思います。

　　あと、免税店等々そういう免除をするところの措置というところに合わせても、やっぱ

　り入湯税の今条件となるべくそろえる形で、修学旅行生は免除というようなところで、入
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　湯税と合わせると物すごく事業者も分かりやすいのではないかなと思いますので、ぜひ阿

　部副市長、ここも今本当に煮詰まっているところだと僕は想像しておりますので、ぜひしっ

　かりとした協議をよろしくお願いいたします

　　次の質問に入ります。

　　多頭飼育崩壊の対応について質問をさせていただきます。

　　では、今日本では、核家族化で高齢化が進み、結果として 65 歳以上の独り暮らしの世

　帯が増加をしています。総務省の国勢調査によると、令和２年の 65 歳以上の独り暮らし

　の世帯は全国で 671 万 7,000 世帯あり、その後国立社会保障・人口問題研究所の資料によ

　ると、令和 12 年には 887 万世帯となり、令和 32 年には 1,083 万 9,000 世帯と増え続ける

　試算が出ています。それに伴って、独り暮らしの高齢者の方の多頭飼育崩壊の問題が近年

　顕著になってきています。

　　行政に相談が寄せられるケースと寄せられないケースもあると思いますが、別府市にお

　ける過去５年間の多頭飼育崩壊で別府市に相談を寄せられた件数を答弁願います。

○生活環境課長（堀　英樹）　お答えいたします。

　　屋外での餌やりが原因で、猫の頭数が増え続けてしまったケースがほとんどでございま

　したが、そうしたケースも含め、広い意味での多頭飼育崩壊の相談件数としましては、令

　和２年度に３件、令和３年度に７件、令和４年度に２件、令和５年度に３件、令和６年度

　に３件、令和７年度は現時点で０件となっております。

○３番（中村　悟）　では、相談を寄せられた際の市の対応について答弁を願います。

○生活環境課長（堀　英樹）　お答えいたします。

　　まずは現地に赴き、飼い主のいない猫の不妊去勢手術助成金事業での対応を促すととも

　に、猫活動グループの登録や見守り方の改善指導を行います。また、完全室内飼育の猫の

　場合につきましては、大分動物愛護センターと連携して行政指導に当たることになります。

○３番（中村　悟）　この問題を取り上げたのも、つい先月も、内竈地区にて多頭飼育崩壊

　の現場に関わった保護猫ボランティアの方からの相談を受けました。その方は行政からの

　要請を受けてという趣旨でお話をされていましたが、現場に入ったものの、猫の保護に関

　わる全てがボランティアの自己負担になり、猫の通院費用や投薬費、餌代等々高額な費用

　負担が苦しいとのことでした。

　　内竈の件は 90 匹程度いるというふうに伺っております。飼育者本人の自己責任と、公

　の行政の立場とで、その費用負担に関しては簡単ではない問題だとは思いますが、放置さ

　れたら周辺住民にとって重大な住環境問題になる問題のしわ寄せが、ボランティアさんに

　費用負担から全て背負っていただく現状に、このままでいいのかという疑問が湧いてきま

　す。

　　以上について行政としてどう考えるのか、答弁を求めます。

○生活環境課長（堀　英樹）　お答えいたします。

　　多頭飼育崩壊の問題につきましては、不妊去勢手術助成金事業を活用していただくこと

　による財政的支援のほか、ボランティア団体や猫活動グループなどの知見も得ながら、大

　分動物愛護センターと連携しまして、問題解決に向け、最大限の支援が図れるよう模索し

　てまいりたいと考えております。

○３番（中村　悟）　しっかり模索していただければと思います。

　　別府市では、繁殖抑制を目的とした不妊去勢手術、周りに迷惑をかけにくい方法での餌

　やり、ふん尿の処理等を適正に行うために猫活動グループをつくり、繁殖抑制のための不

　妊去勢手術の助成制度を設けております。しかし、猫活動グループの中からは、助成金の

　申請にかかる手間を今より簡略化してほしいという声が出ています。例えばオンライン申

　請も可能にするなど、申請の簡略化について担当課の答弁を願います。
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○生活環境課長（堀　英樹）　お答えいたします。

　　不妊去勢手術助成金は、公金としまして厳正な運用と管理が求められており、その支出

　におきましても必須となる書面の添付や確認事項等がございますので、不可欠となってお

　りますので、御理解をいただきたいところでございます。

　　また、オンライン申請等によります手続のデジタル化につきましても、段階的に模索し

　てまいりたいと考えております。

○３番（中村　悟）　ありがとうございます。ボランティアで動物愛護に取り組んでくださっ

　ている方々に寄り添った制度にしていっていただければと思います。

　　また、保護猫活動をグループ登録してらっしゃる方々の思いとしては、動物愛護もそう

　なんですが、やはり地域で起こる糞の問題、庭に糞をされるとか、あと車に傷をつけられ

　たとかそういう問題を解決するために、一匹でも野良猫が減るようにしっかりと不妊去勢

　して、地域のそういう猫問題が解決するように動いてくださっている方々ですので、そこ

　の意見にもしっかり寄り添って、今後動物のことで困ることがないように、しっかりと取

　り組んでいっていただければと思います。

　　以上で私の一般質問を終わります。

○ 13 番（森　大輔）　森大輔です。

　　質問をする前に、昨日青森を震源とする地震で被災された皆様、そして改めて大分市佐

　賀関で発生した大規模火災で被災された全ての皆様方に心からお見舞いを申し上げます。

　一日も早い生活の再建、インフラの復旧、そして早期の復興の実現に向けて、心からお祈

　り申し上げます。

　　このような災害が起きるたびに考えさせられることは、災害はいつ起こるか分からない、

　だから備えることが常に求められています。ちょうど私も今回市民が安心・安全に暮らせ

　る、災害に強い防災づくりという観点で質問を行いますので、そのような気持ちで質問し

　ていきたいと思います。

　　今年１年を振り返りますと、令和６年度に発生した台風 10 号などの風水害被害からの

　災害復旧と、今後の防災・減災対策などについて議会で議論してきました。これまで約

　15 億円の予算を議決して、農地や公共土木施設の一日も早い災害復旧に向けた取組を求

　めてきました。この間議決された予算における工事については、一定の進捗が見えてきた

　と思います。

　　しかし一方で、まだ予算措置されていない被災箇所、例えば土砂崩落や河川ののり面、

　そして農地などがあります。今後の完全復旧までの見通しについては、前回の議会で答弁

　されたように、令和８年度中の完成を目指してさらなる予算化を行いながら、県やしかる

　べき地権者との協力、働きかけをして、一日も早い復旧に向けた取組が求められています。

　これまで自治会長さんや地域の方々と意見を交わしてきましたが、今後の災害復旧に求め

　られていることは、単なる原状回復だけではなくて、同じような災害が同じようなところ

　で起きない防災・減災型の対策を講じることだと思います。

　　そのような観点から、朝見川の上流部に数十年前に大分県が建設をした砂防ダムがあり

　ます。この砂防ダムが抱える課題と、課題解決に向けた取組について質問していきたいと

　思います。

　　この砂防ダムの現状と課題について別府市と認識を共有するために、地元自治会や関係

　団体、そして別府市と意見交換をする機会を提案したところ、応じていただきました。そ

　の節はありがとうございました。その際御案内したように、長年の土砂の堆積や、昨年の

　台風 10 号、そして毎年予想を上回る大雨など、そういったことの影響を受けて、驚くべ

　き量の堆積物または土砂などが急速に積み上がっている、そういった現状と課題について

　認識を深めていけたと思います。当然、砂防ダムについては、一定の管理に基づいて県に
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　よる管理がされています。

　　しかし一方で、堆積物の量が砂防ダムの限界に達しつつあるのではないかと心配される、

　地元の自治会関係団体からの御意見も参考にすれば、今後も激甚化が想定される土砂災害

　に備えて、別府市もこの砂防ダムの土砂の撤去の在り方、砂防ダムの新設の必要性などに

　ついて、県など働きかけをともに行っていけないか提案をしますが、いかがですか。

　（議長交代、議長小野正明、議長席に着く）

○都市整備課長（田邉和也）　お答えいたします。

　　砂防ダム、砂防施設につきましては、砂防法第５条に基づき大分県が管理しており、維

　持管理や新たな砂防ダムの設置についても大分県が行っているものです。

　　別府市としましては、地域の方などの意見を参考とし、現状を認識した上で、土砂の撤

　去や今後の整備の必要性について、地域の方とともに大分県との協議を行っていきたいと

　考えております。

○ 13 番（森　大輔）　では、よろしくお願いします。

　　また、この朝見川上流部に大変歴史ある水源があります。この水源は、市民の生活用水、

　別府市の市営温泉、市内にある様々な温泉施設、ホテル、そして農業用水として利用され、

　市民生活や宿泊温泉施設の利用者、観光客、そして農業に欠かせない水源として大変大き

　な役割を担っています。しかし、近年の大雨により土砂が流れて水が濁ったり詰まったり

　する事態が起こり、市民生活や観光産業、そして農業にも一定の影響が生じていることが

　心配されてます。別府市としても、市営温泉などを通して土砂の影響について一定の認識

　はされていると思いますが、地域としてはこの課題、重く受け止めています。

　　今後、大雨による土砂に影響されない安定したきれいな水の供給に向けて、市民生活、

　観光産業、そして農業を守る観点から別府市と相互理解を深めて、課題解決に向けた取組

　を模索していけるようにともに努めていきましょうと、そういう提案をしたいと思います。

　　この点については提案で止めさせていただいて、では次にため池の整備管理、そして利

　活用の質問に移ります。

　　別府市には代表的な志高湖があります。この志高湖は観光資源として活用されています

　が、本来農業用のため池としても大切な役割を担っているのではないかと認識しています。

　改めて、別府市には志高湖含めてどのようなため池があるのか、また、ため池の役割、そ

　して課題について、別府市はどのように考えていますか。

○農林水産課長（塩出政弘）　お答えします。

　　別府市の農業用ため池につきましては、農業用ため池の管理及び保全に関する法律第４

　条に基づき、大分県に届出を行っているものが９か所ございます。

　　ため池の役割につきましては、農業用水の確保のほか、大雨時の洪水調整、生物多様性

　の保全、防火用水など、多様な役割を有しております。また、ため池の維持管理を担って

　いる地元水利組合や農業従事者の減少・高齢化が課題であると認識をしております。

○ 13 番（森　大輔）　お互いの見識を共有するため、私の見解も伝えたいと思います。

　　御承知のように、ため池の主な役割については、農業用水、治水、そういった観点から

　市民生活や農業を支える機能、そして防災などの観点から、安心・安全な暮らしを支える

　重要なインフラです。また一方で、環境や景観の保全、地域振興、観光振興などの観点か

　ら、地域資源、観光資源としても活用されていることから、ため池が担う役割は幅が広い

　と考えています。

　　一方で、ため池の老朽化、農業従事者の高齢化に伴う管理の担い手不足、そういった課

　題により、維持管理が大きな課題と言われています。具体的に言えば、水量の調整、水質

　管理など多々ありますが、例えば浮草の除去など、ため池の維持管理の難しさは想像以上

　です。この水質の管理、この点については多くの地域で直面する共通の課題ではないかと
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　考えています。このような課題を解決しながら、今後のため池の維持管理と利活用の在り

　方が求められていると思いますが、大切なことは、地域の事情をよく知る地域住民をはじ

　めとする関係者の御意見を尊重して取り組んでいくことではないかと考えています。

　　そういう観点から言えば、あるため池については、水を抜いて、水を入れ替えて水質の

　向上を進めたいとする地域住民の声をお聞きします。水を抜いてきれいにした後は、農業

　振興、観光振興、地域振興、そういった観点からも寄与できるようにため池を活用する構

　想もお聞きします。将来的には、ため池を通して付加価値ある別府の新たな体験型観光や

　特産の創出、そういったものにも活用できるように取り組んでいけるといいのではないか

　と、地域の活動に期待をしています。

　　そこで、農林水産課の皆さんにもどうぞ温かい目で見守っていただきたいと、そのよう

　にお願いをするところです。昨年から今年にかけて、台風 10 号の災害復旧事業、そして

　棚田サミット開催など、大変忙しかったのではないかと思います。なかなかゆっくりでき

　ないかもしれませんが、今後もため池の維持管理、そして活用に向けた取組が加速するよ

　うに、質問はあえていたしませんので、どうぞ地域の意をくんでいただいて、そして今後

　もよろしくお願いしたいとお伝えして、次の物価高を回る市民所得の実現について議論し

　ていきたいと思います。

　　前回の議会で、昨今の物価高の問題点と課題点について別府市と認識を交わしてきまし

　た。では、これからどのようにして物価高を上回る市民所得を実現するのかについて、前

　回までの議会の議論を踏まえて、２つの観点から対策を行うことが大切ではないかと考え

　ています。一つは需要の拡大、もう一つは供給力の強化、この両面から取り組むことが大

　切であると考えています。

　　まず、ここでいう需要の拡大、これは簡単に言えば市民の実質賃金、手取りを増やすこ

　とを意味しています。国では、所得税などの税負担を軽減して市民の実質賃金、手取りを

　増やす取組を始めました。恐らく、今年の年末調整においてその効果の一部が反映され

　るのではないかと思いますが、大切なことは、今後も物価や賃金の上昇に合わせた基礎控

　除などの引上げを継続的に行いながら、手取りを増やす取組を進めていくこと、また、所

　得税などの税負担の軽減の還元を受けにくい方々には直接給付も同時に行うことだと考え

　ています。

　　一方で、この税負担の軽減というのは、自治体の財政運営に一定の痛みを生じさせるか

　もしれません。しかし、多くの市民が物価高を上回る市民所得を実感できない状況におい

　ては、市民の手取りを増やすことを最優先にして、需要の拡大、そして消費の拡大、賃上

　げといった経済の好循環を構想していく、これが求められているのではないかと考えてい

　ます。この考え方については、前回の議会で別府市とも一定の認識を共有できた、そのよ

　うに考えています。

　　では次に、大分県が行っていること、中小企業を対象にした業務改善奨励金事業を始め

　ました。これは、生産コストが先行しているこの厳しい物価高の状況を踏まえて、地域経

　済を支える県内の中小企業を対象に、最低賃金を 30 円引き上げた事業者を対象に、労働

　数に応じて奨励金を支給し、物価高を上回る賃上げを促す事業です。

　　そこで、別府市内のどれだけの事業者が利用されているのか、また効果について別府市

　はどのように考えているのか、別府市の見解はいかがですか。

○産業政策課長（市原祐一）　お答えいたします。

　　物価高騰対応業務改善奨励金事業の申請状況について大分県に確認したところ、詳細は

　公表しておりませんが、別府市内の企業からも申請があったとのことでした。この事業は

　国及び県による助成制度であり、設備投資に対して補助することで、生産性向上と賃金引

　上げを図るものとなっており、一定の効果はあるものと考えております。
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　　この助成制度については、引き続き県と連携を取り、周知を図ってまいりたいと考えて

　おります。

○ 13 番（森　大輔）　この事業の利用状況、そしてまた効果については注目するところもあ

　りますので、別府市としても注視していただきたいと思います。

　　そして、これまで私から提案してきた第一次産業、第二次産業、そして第三次産業の労

　働生産性の向上、また、観光産業を中心とした経済波及効果が生まれる産業連携の構築、

　そして最後に域内経済循環の推進、これらの具体的な取組については、例えば食と観光の

　推進、製造業の活性化、高付加価値な新たな別府の特産の創出支援、様々な観光振興、医

　療・介護・保育・障害福祉の公的価格の引上げ、ＤＸの推進、デジタル地域通貨の導入、

　別府市独自のアプリの作成など多岐にわたります。こういった詳細についての議論につい

　ては、来年の新年度予算案が出てから改めて意見を交わしていきたいと思います。

　　ここまでは、需要の拡大の観点から議論をしてきました。ではここからは、別府市の供

　給力の強化の観点から議論をしていきたいと思います。供給力の強化を簡単に言えば、物

　やサービスの質を高めること、また新たな産業や特産を増やすこと、そして、この供給力

　の強化が大切だと考える理由、それは、仮に手取りが増えても、お金を使いたいとする物

　やサービスが市内になければ継続的な消費の拡大は難しく、別府市において、物価高を上

　回る賃上げの実現といった経済の好循環は見通せない。

　　このような観点から、別府市の基幹産業である観光宿泊サービス産業をはじめ、全ての

　産業の物やサービスの質の向上を図ることはもちろんですが、別府市の産業別の生産力の

　状況を考えると、特に農業や製造業の供給力の強化、そしてそれに関わる起業創業支援が

　特に求められているのではないかと考えています。農業については、様々な難しい課題が

　ありますが、特に別府の棚田のお米のブランド化の推進などを進めて、別府の農業の供給

　力の強化、それがいいのではないかと考えます。

　　一方で、製造業の供給力の強化、これは別府市が抱えるもう一つの課題です。これまで

　別府市は豊富な温泉資源があるがゆえに、機械工場や金属工場などの製造業の誘致が難し

　いという地理的要因から、製造業の活性化に課題を抱えてきます。一方で、製造業は多岐

　にわたる産業であると同時に、原材料を加工して付加価値を加えて製造、製品を製造し販

　売する、そういった観点から、様々な産業の供給力の強化を高める、そういった重要な産業。

　　そこで、これまで別府市が行ってきた製造業に関わる起業創業支援の状況はどのように

　把握してますか。

○産業政策課長（市原祐一）　お答えいたします。

　　本市における起業創業の支援としては、会社設立に係る登録免許税の一部を補助する会

　社設立支援事業と、創業後５年未満の中小企業者等の事業費等を支援する創業支援事業が

　あります。どちらの支援事業も業種の制限は行っておりませんので、製造業の方も応募が

　可能となっております。

○ 13 番（森　大輔）　そこで、別府市の製造業に関わる起業創業支援の状況についてお聞き

　しているわけですが、この点については、なかなか厳しい状況があるのではないかなと推

　測します。ただ、今後別府市の供給力の強化を図るには、この製造業に関わる起業創業支

　援が大きな課題ではないかと考えて、そういった面で、これからどのように起業創業支援

　を進めるかという観点から言えば、この製造業という分野に焦点を当てて取組を進めてい

　くべきではないかと考えています。例えばですが、竹製品、そういった竹を活用した新た

　な商品の開発、温泉を活用した健康食品、美容製品、そういった新たな特産品の製造を促

　す、そういった取組も考えられますが、別府市の見解はいかがですか。

○観光・産業部長（日置伸夫）　お答えいたします。

　　製造業への支援についてでございますけれども、先端設備等の導入に係る固定資産税の
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　軽減措置、また製造業を含めた起業して間もない事業者の資金調達の支援として、ふるさ

　と納税を原資とするソーシャルスタートアップ成長支援事業を実施しているところでござ

　います。引き続き、業種にかかわらず、市内中小企業に対し必要な支援に取り組んでまい

　りたいと考えております。

○ 13 番（森　大輔）　これまでの議会では、起業創業支援の成果と効果についてどれぐらい

　の新たな雇用を創出したのかという観点から、私は議論をしてきました。これについては、

　引き続き進捗状況を注視していかなくてはならないと思いますが、今後は、新たにこの製

　造業の供給力の強化の観点からも、起業創業支援の成果と効果について認識を深めて、そ

　れがいずれは物価高を上回る市民所得の実現につながるように取組を進めていかなくては

　ならないと、そのように考えています。

　　そういった観点から、別府市の供給力の強化をどのように図っていくのかという、その

　課題解決の取組の一つとして、製造業の活性化、この点について改めて議論をさせていた

　だきました。この点については、今後さらに深掘りをして、対策、取組について議論して

　いきたいと、そのように考えてます。

　　では、次に市民生活を守る物価高騰対策の質問に移りたいと思います。

　　ここまでは、今後どのように物価高を上回る市民所得を実現するのかという議論につい

　て、需要の拡大と供給力の強化、この２つの観点から議論をしてきました。ここからは、

　これまで別府市が行ってきた物価高騰対策の進捗と課題、そして今後の対策について議論

　をしていきたいと思います。

　　昨今の物価高は、日銀の植田総裁の国会答弁を参考にすると、全ての市民生活にマイナ

　スの影響を及ぼしているという前提で、物価高騰対策は対象者を絞らない公平性ある一律

　支援と非課税世帯、年金世帯、そして子育て世帯への支援など、優先順位を定めた重点的

　支援の両方をバランスよく講じることが大切だと考えています。そして、これまで私が提

　案してきた物価高騰対策については、例えば今年の３月、そして６月の市議会において、

　消費者物価指数を参考にすると、物価上昇率が一番高い食料品、特にお米です。そして光

　熱水道料金、別府市で言えば水道料金ですが、こういった分野への対策が求められている

　のではないかと提案をしてきました。そして前回、別府市はお米の配布、おこめ券の引換

　事業を行いました。お米対策については、公平性を重視した対策として、別府市とも認識

　を共有できた部分があったのではないかと理解しています。

　　そこで、前回実施された 18 歳以下の子どもがいる世帯を対象にしたお米の配布事業と、

　子育て世帯以外の全ての世帯を対象にしたおこめ券の引換事業の配布率について、部課長

　とともに確認をしました。すると、お米の配布事業の配布率は約 86％、そして、おこめ

　券の配布率は 11 月 30 日時点で約 83％ということでした。どちらも 80％を超える配布率

　であったことを考えると、これまで行ってきたほかの物価高騰対策と比べて相対的に多く

　の市民の方々に御利用いただけたのではないかと、前向きに受け止めています。

　　一方で、約 17％、約１万世帯の恐らく先輩世代など、配慮が必要だと考えられる方々

　ではないかと推測しますが、おこめ券を引き換えいただけなかったことについて、何か至

　らない点があったのか気になるところですが、別府市としてどのように考えますか。

○産業政策課長（市原祐一）　お答えいたします。

　　おこめ券配布事業につきましては、現在 83％の方が引換えをしていただいております。

　残りの 17％についての引換えができてない部分については、これから検証していきたい

　というふうに考えておりますけども、おこめ券の配布事業につきましては、今月の 26 日

　まで延長して実施しておりますので、引き続き配布率を上げるように取り組んでいきたい

　というふうに考えております。

○ 13 番（森　大輔）　この議論から私が言いたいことは、今後、物価高騰対策を行う際には、
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　やはり先輩世代など一定の配慮が必要だと想定される方々への対策を充実していただきた

　いということです。例えば、県内の他市の市町村では、商品券などをゆうパックなどで直

　接郵送する、そういった自治体もありました。そういった事例も一つ参考にして、市民に

　できる限り寄り添った対策を講じることも、やはり今後の検討課題としていただきたいと

　改めて提案しますが、別府市の見解はいかがですか。

○産業政策課長（市原祐一）　お答えいたします。

　　直接おこめ券を郵送することも検討いたしましたが、おこめ券は普通郵便では送ること

　ができないため、簡易書留、ゆうパック等での郵送となり、郵送にかかる費用が５倍以上

　かかることになります。過去の議会において、全体予算額に占める事務費を少しでも削減

　して、補助事業費部分を増やすことが望ましいとの御意見もありましたので、今回は普通

　郵便で引換券を送付することにより、事務費を削減したことで支給するおこめ券の金額を

　減らすことなく配布することが可能となりました。

　　今後、同様の施策を実施する場合においては、補助事業費と事務費の全体のバランス等

　を考慮しながら進めていきたいというふうに考えております。

○ 13 番（森　大輔）　一つ、検討課題として考えていただきたいと伝えておきます。

　　ここまでは、これまでの物価高騰対策の一つ課題と捉えたことについて質問させていた

　だきました。では、ここからは、今後の物価高騰対策について質問していきたいと思います。

　　次の物価高騰対策について、これは国の地方、重点支援地方交付金、これが決まり次第

　早急に市民の皆様へ支援が届くように、早期の実施が望まれていると思います。そして、

　別府市としてもその早期の実施に向けた準備を進めていると思います。国の重点支援地方

　交付金の概要によると、今回は２兆円規模の予算を提案されてます。これは前回の６月の

　ときの重点支援地方交付金 6,000 億円の約３倍の規模になります。これを前提に、では別

　府市としてどれぐらいの規模の交付金が使えるのか推測すると、前回の予算規模の３倍と

　なる約 10 億円規模の物価高騰対策になるのではないかと想定されます。

　　そして、大分県では早速、今月の２日に県内の市町村でプレミアム商品券を発行する事

　業を提案されました。大分県がこのプレミアム商品券事業を行うということであれば、恐

　らく別府市もこのプレミアム商品券事業を次の物価高騰対策として講じるのではないかと

　推測されます。仮にそうだとすれば、では別府市はどれぐらいの規模感でプレミアム商品

　券を行うのかについて、市民の方々が大変注目されているのではないかと思います。

　　市長が少し笑っていただいてますが、そこで、今回の交付金の予算規模約 10 億円と、

　市長の、やり過ぎくらいがちょうどいいと、この考え方などを参考に推測をすると、これ

　はあくまで推測ですので外れるかもしれませんが、前回のプレミアム率が 30％でした。

　これにさらに付加価値をつけて、例えば 40％、もしくは、もしくは 50％という形もあり

　得るのではないかと推測しています。報道によると、隣の熊本市では 40％のプレミアム

　率をつけた商品券を行うと提案されましたので、別府市は恐らくそれ以上の、やはり

　50％あり得るのかなと、そのように注目をしているところです。

　　一方で、公平性の観点から心配される課題は、どれだけ多くの市民の方々に御購入いた

　だけるのか、人口に占める購入者の割合、ちなみに前回行った際の別府市の人口に占める

　購入者の割合について、プレミアム商品券の前回行った分ですが、その購入された割合に

　ついては別府市はどのように把握されてますか。

○産業政策課長（市原祐一）　お答えいたします。

　　前回のプレミアム商品券事業では、２万 9,966 人の市民の皆様に御購入をいただきまし

　たので、全市民に対しての購入率は26.5％となっております。販売方法は抽せんでしたが、

　１回目の販売では完売せずに２次募集を行っていますので、希望すればどなたでも購入で

　きる状況でした。
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　　今後、プレミアム商品券事業を実施する際も、公平性の観点から、希望する全ての市民

　の皆様が購入できるように制度の設計をしてまいります。

○ 13 番（森　大輔）　御指摘したように、ということは、残り約 70％の市民の方は御購入

　いただけなかったということになります。

　　このように、この事業の性質上、公平性の観点から疑問を抱く市民の方も少なくないと

　思います。例えば、多く買える人は買えない人より得をする事態が想定されます。また、

　経済的だけではなくて、様々な事情によってプレミアム商品券を買いに行きたくても行け

　ない方々、そういった方々も前回の購入率を参考にすると、一定数想定されるのではない

　かと心配しています。そういった方々へ寄り添った対策をした上で、できる限り全ての市

　民の方が購入しやすい仕組みを講じた上で、このプレミアム商品券事業の物価高騰対策、

　もしされるならば、そのようにしていただきたいと提案をいたしますが、別府市の見解は

　いかがですか。

○財政課長（河野文彦）　お答えします。

　　物価高騰対策に関する個別事業の内容につきましては現時点ではお答えすることができ

　ませんが、物価高騰対策につきましては、市民アンケートによる市民の声も参考に、ただ

　いま準備を進めております。

○ 13 番（森　大輔）　どちらにしても、この別府市の物価高騰対策の内容については、近い

　うちに発表されるのではないかと思います。

　　参考までに言いますと、内閣府の指針によると、今回の重点支援地方交付金を活用して、

　１世帯当たり約１万円、そして、加えて１人につき 3,000 円の加算、合計約１万 3,000 円

　分の経済的な支援効果が届くような対策を講じるようにと、自治体に示されているので

　はないかと思います。この指針を参考にすれば、全ての市民に対し、食料品価格の高騰と

　光熱水道、特に水道ですか、そういったところに焦点を当てた対策を行って、１世帯当た

　り約１万 3,000 円分の支援が届けられるように対策を講じていただきたいと、そのように

　考えています。

　　仮に、前回のお米配布及びおこめ券の配布事業が市民の方々から好評だったとしたら、

　それはお米価格の高騰といった食料品に焦点を当てた対策の内容、そして事業の公平性が

　好感を得た要因だったのではないかと考えています。そういう意味で言えば、物価高騰対

　策について最も大切な観点は公平性ではないかと考えています。そういった意味で、今回

　は大分県が発表されましたので、プレミアム商品券の課題についても少し議論をさせてい

　ただきました。

　　最後にはなりますが、今後の物価高騰対策についての考え方としては、私は公平性をしっ

　かり確保した対策をした上で、予算規模に応じてレバレッジの効いた支援を行うと、そう

　いった形がいいのではないかと提案します。最後に総括して、市長の見解を求めます。

○市長（長野恭紘）　お答えします。

　　本当は言いたくてうずうずしてるんですけど、発表は明日ということでございますので、

　いましばらくお待ちいただきたいというふうに思いますが、いずれにしても国、県のほう

　は各市町村と連携をしてプレミアム商品券をやるというふうに言っておりますので、もし

　仮にやるといった場合においては、当然やり過ぎぐらいがちょうどいいと言いましたが、

　最近ちょっと臆病になって、安全牌しか踏んでおりませんけれども、多分インパクトのあ

　るものになるんじゃないかというふうに思っておりますし、今、議員言われるように、公

　平・平等という、これは物価高対策でありますからできるだけ、一人でも多くの市民の皆

　さん方に公平・平等にというふうに思っております。何をもって公平・平等というか、非

　常に悩ましいというか難しいところはありますけれども、平等に均等に割っていくという

　のも平等と、誰にでも権利があるということも、これも公平ということで、非常に何を取
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　るかというのは難しいと思いますけれども、いずれにしても様々な観点から市民の皆さん

　方ができる限り恩恵が受けられるようにということで、今回も予算編成をしております。

　　ですので、明日の発表ということでございますのでお待ちいただきたいというふうに思

　いますが、いずれにしても、議員言われるように公平・平等、そしてできるだけレバレッ

　ジの効いたというか、10 億円が来たのであればその 10 億円以上の効果が最終的には発揮

　できるような、またその分も改めてまた市民の皆さん方に返ってくるような、そういった

　対策が求められているのかなというふうに思いますので、総合的に判断をしながら、今後

　も市民アンケート等の結果もしっかりと尊重した上で、今後の対策も決定をしていきたい

　というふうに思っておりますので、しっかりと頑張っていきたいというふうに思います。

○ 13 番（森　大輔）　明日発表されるということですので、注目させていただきたいと思い

　ます。

　　私が考える公平性というのは、どれぐらい多くの市民の方々に支援が届いたのかと、そ

　ういった観点から言えば、配布率、利用率、これが注目、注視されるのではないかと考え

　ています。そういった観点から、ぜひ次の物価高騰対策、これについて引き続き注目して

　いきたいと思いますので、またその議案が提出された際には、また改めてその内容を精査

　して、また議論させていただきたいと思います。

　　次の、持続可能な自治会運営について質問をしたいと思います。

　　この質問項目に上げた敬老行事など、自治会に対する交付金及び補助金事業については、

　質問はしますが、質問は最後に持っていきたいと思いますので、質問の順番の変更を議長

　にお願いしたいと思います。

○議長（小野正明）　どうぞ。

○ 13 番（森　大輔）　まず初めに、別府市における 145 の自治会におかれましては、日々地

　域振興に御尽力されている自治会長さんをはじめ、自治会役員さん、そして自治会皆さん

　に対して心から敬意を表するところです。住民と行政をつなぐ地域の代表としての役割を

　担う自治会、そして地域振興の担い手となる自治会員の皆さんの存在は、地域にとっては

　もちろんですが、別府市にとっても欠かすことができない大変意義ある役割を担っていた

　だいてます。

　　一方で、少子化・高齢化、そしてなかなか歯止めがかからない人口減少などの影響によ

　りまして、自治会加入者の減少、地域振興の担い手がなかなか見つからないなど、特に若

　い世代の自治会への加入及び参加の減少が多くの地域で直面している共通課題ではないか

　と考えています。

　　そこで、自治会の加入者の減少について、別府市はどのように把握しているのか。また、

　自治会加入者が減少する要因について、別府市の見解はいかがですか。

○自治連携課長（溝部進一）　お答えいたします。

　　人口減少や少子高齢化、多様化する住民のニーズなど社会変化により、地域のつながり

　が希薄になっている中、自然災害や地域の防犯、環境美化など、住民が生活する上でなく

　てはならない重要な組織が自治会であります。先日の佐賀関の火災でも、御近所のつなが

　りが住民の命を救うなど、日頃から地域コミュニティーがいかに大切かを皆さんが改めて

　実感されたと思いますので、身近な自治会の存在の重要性はますます高まっていると考え

　ております。

○ 13 番（森　大輔）　お互いの認識を深めていくために、市民の方の声を参考にした率直な

　御意見もあえて伝えたいと思います。自治会の加入率が減少する要因については、大きく

　２つあるのではないかと思います。一つは自治会の様々な負担への抵抗感、もう一つは自

　治会加入のメリットが見えにくいことなど、特に自治会に入って何の得があるのかという

　質問を、多くの自治会に寄せられているのではないかと思います。このような御意見の背
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　景には、高齢化による役員離れ、共働き世帯の多忙化など、社会経済情勢も大きく影響し

　ているのではないかと一定の理解もするところです。

　　しかし一方で、自治会加入者が少なくなると、先ほど答弁でも言われましたが、地域の

　担い手が少なくなって、ごみの集積場の清掃とか、公園の除草とか、道路環境の悪化によ

　るトラブルが増えたりとか、地域行事ができないことによる先輩世代や子どもの孤立化、

　また、加入者が少なくなると行政と住民をつなぐ自治会のつながりが弱くなって、道路や

　河川などの整備の対応が遅くなったり、手後れになったり、日々の生活で直面する様々な

　課題の解決の案が進まなかったり、そういった懸念があります。加えて、災害時、そういっ

　たときにも取返しのつかない被害をもたらす、そういったことも推測されます。

　　そのような観点から、大変意義ある活動を自治会の皆さんはしていただいてるわけです

　が、では今後、できるだけ多くの住民の方が自治会へ加入していただくために、別府市と

　しても何か新たな対策を講じていくことが求められているのではないかと考えています。

　取りあえず、今別府市が行っている取組、どのようになってますか。

○自治連携課長（溝部進一）　お答えいたします。

　　自治会は、住民が相互に協力して住みよいまちをつくるための任意の組織でありますが、

　市におきましても、市報での定期的な広報や転入時に市民課窓口で御案内を行うなど、自

　治会への加入促進を行っております。

　　また、別府市自治会連合会が実施いたしました自治会の在り方に関するアンケート調査

　結果を踏まえ、自治会連合会や地域の皆さんと課題に取り組むとともに、日頃から自治会

　やひとまもり・まちまもり協議会等と連携協力することにより、さらなる加入促進を図っ

　てまいります。

○ 13 番（森　大輔）　では、今後の対策について質問していきたいと思います。

　　率直に言いますが、これからの自治会加入者を増やしていく対策として、単に自治会に

　任せるだけではなくて、別府市としても取組を進めるべきだと考えています。では、どう

　いったことかというと、自治会に入ることで得られるメリットの見える化、目に見える特

　典を別府市として進める、そういった取組が必要ではないかと考えています。例えばです

　が、別府市として市営温泉、市営施設の利用割引券の配布、市内の宿泊、飲食、温泉施設

　と連携して利用割引を実施したり、またデジタル地域通貨、こういったものを通してデジ

　タルポイントを付与して、市内の店舗で買物ができる、そういった仕組みを構築したりす

　る、そういった取組を通して自治会に加入するメリットの見える化、これを進めていくこ

　ともいいのではないかと提案しますが、別府市の見解はいかがですか。

○市長公室長（山内弘美）　お答えいたします。

　　自治会は住民による任意の組織でありますので、行政が直接割引券の配布等を行うこと

　は難しいですが、長年にわたる活動内容や運営の見直しなどにより、柔軟な時代に即した

　新しい取組に進化させるなど、若い世代の参加を促し、住民の皆さん自らが自治会のメリッ

　トや重要性を感じることができるよう、自治会の主体的な取組を支援してまいりたいと考

　えております。

○ 13 番（森　大輔）　大変厳しい答弁と認識はされているようですが、ただ、あえて改めて

　伝えますが、別府市としても、この自治会に入ることで得られるメリット、目に見える特

　典づくり、これについては改めて認識を深めたほうがいいと、そのように指摘をしておき

　ます。また、自治会に入るメリット、目に見えるメリットをつくることの必要性について

　別府市とも認識を深めていけるように、引き続き議論をしていかなくてはならないのかな

　と、そのように考える答弁です。

　　では、最後に、自治会に対する交付金及び補助金事業について質問をしていきたいと思

　います。
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　　これまで別府市が自治会に対して行っている支援は大きく３つです。１つは、町内公民

　館建設等補助金事業、２つ目に、美しいまちづくり奨励補助金事業、そして３つ目に、地

　区敬老会交付金事業。私も改めて確認したら、自治会に対しての交付金及び補助金事業は

　この３つでした。それ以外にはありません。

　　そこで今回は、地区敬老会交付事業を具体例に挙げて、自治会に対する交付金事業の課

　題を指摘すると同時に、今後に向けた提案もしたいと思います。この地区敬老会交付金事

　業の目的は、要綱によると、高齢者に対し敬老の意を表するとともに、福祉の増進に資す

　るとあります。この目的の下、長寿を祝う敬老行事を行う自治会に対し、70 歳以上の市

　民を対象に、申請数に応じて交付金を交付しています。この交付金の使い方についてはそ

　れぞれの自治会の判断によりますが、例えば敬老会開催費やお茶やお菓子などのお祝い品

　の配布などの経費に充てられているのではないかと思います。

　　この交付金事業の在り方については、様々市民の方々から御意見をお聞きしますが、市

　内在住の 70 歳以上の人数と、この地区敬老会交付事業に申請された人数、そして、参加

　率についてどのように把握してますか。

○市民福祉部長兼福祉事務所長（田辺　裕）　お答えします。

　　令和 7 年度の 70 歳以上の方は３万 2,586 人となっておりますが、この敬老行事に参加

　された方の人数は２万 8,133 人となっており、自治会が行う敬老行事に何らかの形で参加

　されている方の率は 86.3％となっております。

○ 13 番（森　大輔）　地域別の参加率の状況について見ていくと、恐らく 100％に近い地域

　もあれば、一方で 50％前後の地域もあるのではないかと思いますが、共通していることは、

　様々な地域事業がある中で、それぞれの自治会の皆様が御苦労されながら、先輩世代の福

　祉の増進のために、参加者を促す取組に御尽力されていることと思います。

　　しかし、近年の物価高の影響によりまして、これまで行ってきたお祝い会やお祝いの品

　の内容を見直していかなくては継続できない厳しい状況にあるのではないかと指摘されて

　います。例えば、これまで宿泊飲食施設で開催していた祝賀会を開催できなくなったり、

　また同規模のお祝いの品の配布ができなくなったなどの御意見をお聞きします。それでも

　多くの自治会では、先輩世代の福祉の増進のために自治会からの手出しを多くしたりして

　いる、そういった状況にあります。

　　このように、お金も時間も心も地域住民の福祉の増進に寄与されている自治会の皆様に

　は改めて敬意を表するところですが、残念ながらこの別府市の交付金を使った敬老行事に

　ついては様々な観点から疑問を感じる市民の方も少なくないことを、別府市としても認識

　されているのではないかと思います。しかし、改めて誤解のないよう言いますが、この原

　因は決して自治会の責任ではありません。原因は別府市の交付金の制度設計にあるのでは

　ないかと考えています。仮に、この交付金の制度が抱える課題について、別府市と認識を

　共有できるなら、この議論を契機に別府市の敬老行事に対する交付金の制度設計を見直し

　て、様々な疑問を解消すると同時に、それぞれの自治会の皆様が気兼ねなく、そして物価

　高でも無理なく敬老行事を今後継続していけるように前向きに取り組んでいただきたいと

　提案しますが、市長の見解を求めます。

○市長（長野恭紘）　お答えします。

　　地区の敬老行事の交付金に関しては、議員言われるように、やはり不公平感みたいなも

　のがやっぱり若干あるかなということは以前から指摘をされているわけであります。ただ、

　個人的に言えば、地区の敬老行事に関しては、なかなかああやって皆さん方が一度に会し

　て、日頃会わない皆さん方がああいう形で会って、また出し物なんかもたくさんあって、

　多世代の交流の機会にもなっておりますので、個人的にはやっぱり継続をしていってもら

　いたいなという思いはあります。



82－ －

　　その上で、今後皆さん方の御意見を聞いた中で直接的に敬老行事に参加をする人はもう

　これ当然恩恵があるわけですが、恩恵がない人、また、不参加でも恩恵があったりなかっ

　たりというようなこともやっぱり指摘をされていますので、言われるようにこの制度設計

　にちょっと落ち度といいますか、誤解される部分があるのかもしれませんので、これに

　ついては実はあらゆる場面で協議をしなくちゃいけないというようなお話はしております

　ので、今後しっかり皆さん方に納得いただけるようなやっぱり制度設計を、まずは庁内で

　しっかりとしていきたいというふうに考えているところでございます。

○ 13 番（森　大輔）　ぜひ、そのようにこの交付金制度が抱える課題について一定の共通認

　識をいただけるなら、そのように前向きにこの制度の改正というか、見直しを進めていた

　だければと、そのように考えています。

　　また加えて、先ほど私のほうからも指摘させていただきましたが、物価高というこの状

　況において、なかなか同規模の敬老祝賀会、またお祝いの品等の配布がなかなか厳しくなっ

　ている、そういった状況も考えられることから、この交付金の金額の在り方についても併

　せて見直していただければと思います。この点については、先ほど市長から、少し答弁が

　足りていなかったところもあるかと思いますが、その点については安心していいというこ

　とでよろしいでしょうか。

○市長（長野恭紘）　物価高に関しては、いずれにしても全ての行事とか全ての予算を編成

　する段階で、もうそれは加味しなければいけないというふうに思っておりますので、当然

　これだけではありませんけれども、全ての今後行う行事や交付金や様々な予算がかかるも

　のに関して、編成時に物価高の対応をどうしていくかということは考えていくべきだとい

　うふうに思います。

○ 13 番（森　大輔）　では、そのように取組が前に進んでいくことを期待したいと思います。

　　そういったことで、今回の質問は市民生活に寄り添う質問を中心にしていきました。初

　めに、安心・安全に暮らせる災害対策、安定した水源の確保、ため池の利活用、物価高を

　上回る市民所得の実現、市民生活を守る物価高騰対策、そして持続可能な自治会運営、ど

　れも引き続き議論が必要なテーマではありますが、別府市の発展と市民福祉の充実に向け

　て来年も取り組んでいきたいと思います。

　　まだ物価高騰対策の一日も早い実施という大きな仕事が残っていると思いますが、少し

　早いかもしれませんが、皆様よい新年をお迎えください。そして私の質問を終わります。

○議長（小野正明）　休憩いたします。

　　　　　　午後２時 43 分　休憩

　　　　　　午後３時 00 分　再開

○議長（小野正明）　再開いたします。

○ 10 番（阿部真一）　初日最後ということで、皆さんちょっと眠たい時間になると思います

　が、少しお付き合いください。自民新政会の阿部真一です。

　　先ほど 13 番議員、森議員から、物価高騰対策に関する質疑が、るるありまして、私の

　質疑と重なる部分もありますし、市長、そしてまた担当課の答弁で理解した部分はありま

　すので、その分は少し省かせていただきたいと思います。

　　それでは、まず令和７年度、現年度進行中の別府市の物価高騰対策の検証ということで

　お聞かせいただきたいと思います。

　　別府市は電気料金の負担軽減事業、指定ごみ袋配布事業、大阪・関西万博学習体験事業、

　そしてべっぷみんなにお米配布券ということで、大きくこの４つの個別事業を行ってまい

　りました。現時点での各事業の予算執行状況、そして、各事業の評価、これを御答弁いた

　だけますか。

○財政課長（河野文彦）　お答えします。
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　　それぞれの事業でございますが、省エネ性能の高い家電製品の購入費に対する補助金で

　ございます電気料金負担軽減事業は決算見込額が１億 3,928 万 4,000 円、指定ごみ袋の配

　布は決算見込額が 5,015 万 9,000 円、大阪・関西万博学習体験支援事業は決算見込額が

　3,073 万 3,000 円、べっぷみんなにお米配布事業は決算見込額が２億 2,878 万 8,000 円と

　なっておりまして、実施事業は市民の経済的負担の軽減等、市民生活の支援に効果があっ

　たものと評価をしているところでございます。

○ 10 番（阿部真一）　それでは、今年度行っている事業の政策の合意形成は先ほど答弁をい

　ただきまして、議会からの提案、そしてアンケート、そしてまた庁内での調査研究を経て

　この４つの事業を主に行ってきたということでございます。まだ決算が済んでないお米等

　も残ってる部分がありますが、その分も、先ほど答弁いただいたように市民の皆さんに届

　くように、適切に政策を進めていっていただきたいと思います。

　　それでは、物価高対策のまず原点としては、国の政策の中で地方に交付税としておよそ

　２兆円の予算が、現段階でも国会で恐らく審議をされているところでございますし、今後

　今年度中に、各市町村にこの大きな交付税が来るわけでございます。私、一議員としても

　コロナのときから思っておりました。私も党に所属をしていますし、議会人の一人として、

　この物価高騰対策に対しての市民に対する政策の在り方というのが、議会としてどのよう

　に執行部と二元代表制の一翼を担う議会として向き合っていくべきなのか、そういったじ

　くじたる思いを持ちながら、個人に立ち返っては反省をしながら過ごしてまいりました。

　　その中でやはり、今回また大きな予算が、恐らく３倍近くの予算が来る可能性が高いと

　いうことで先ほど答弁ございましたが、今後の物価対策の政策の合意形成、庁内、そし

　て市民に対してのアンケートに対して政策を積み上げていくというような答弁ございまし

　たが、片やこの議会に対しての取扱いについては、私自身も反省しなければいけない部分

　があると思いますが、現時点で議会からの今までの一般質問等で受けた執行部の課題、そ

　ういったものに関しては今後の来年度の政策合意、予算設計にはどのようにしていくのか

　御答弁いただけますか。

○財政課長（河野文彦）　お答えします。

　　これまでの物価高騰対策におきましても、一般質問等を通じまして議会からの御要望、

　御意見を聞いた上で、市民アンケートの結果等も踏まえまして、総合的に判断して決定を

　しております。

　　今後におきましても、スピード感を持った予算編成に努めまして、予算審議等の中で説

　明を尽くすとともに、議会からの御意見、御指摘を受け止め、適正な事業執行に努めてま

　いります。

○ 10 番（阿部真一）　参議院選挙でもございましたが、各党の物価対策の政策の内容、それ

　ぞれ減税があり、消費税の減額、給付等、様々な各党での立場での提言があって、選挙を

　経て議院内閣制の形を取って高市内閣が成立して、今回の予算設計になったわけでござい

　ますが、この中でやはり地方としても、やはり市議会、県議会、国会と、全ては国民、市

　民全員が享受でき得る政策合意にすべきであるというふうに考えております。

　　その中で、先ほど答弁ございましたやはり市民アンケート、明日ですかね、執行部のほ

　うから発表されるであろう物価高騰対策の素案でございますが、その内容を議会もしっか

　り精査して、今後は市民のほうに政策が動いていったときに柔軟に対応でき得る体制を、

　企画戦略部がまずは多分恐らく財政措置等の立案をしていくと思います。各課ごとに事業

　を進めていくことになるかと思いますが、各課ごとにやはりきめ細かい、市民のニーズに

　合った対応をしていっていただきたいというふうに思います。

　　それではもう一つ、物価高騰対策のうち、ガソリン税暫定税率の件についてお聞きした

　いと思います。
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　　この部分は国家の家計に対する軽減としては、経済効果としては１兆円見込んでいると

　いうことで内閣府の資料から見取れます。資料提示の許可をお願いします。

○議長（小野正明）　許可します。

○ 10 番（阿部真一）　一番最初の資料を出してもらってよろしいですかね。今ガソリンの段

　階的の減税の図が出てると思います。これは今国会の予算審議において、燃料油価格の定

　額引下げの処置の部分でございます。11 月 13 日から 11 月 27 日まで 20 円の減額、そし

　て 12 月 11 日に、以降には 25 円１銭の減額ということで、この分が市場にガソリンの価

　格減として、市民のほうにガソリンの価格が示されることになると思います。これは 12

　月 31 日に法改正があり、来年以降が正確な法改正の開始でございますが、それまでの期

　間は暫定的に国が補助金を事業者に送り出すということで制度設計されているわけでござ

　いますが、この中で、まず地方に対する財源の見込み、別府市のガソリン暫定税率が減額

　になることでの影響、それと今後の見通しについて、担当財政課から御答弁いただけます

　か。

○財政課長（河野文彦）　お答えします。

　　ガソリン税暫定税率廃止に伴います財政措置に関しましては、いまだ詳細が明らかに

　なっていないところでございますが、地方財政対策によります地方の一般財源総額の確保

　の中で手当される可能性を考えているところでございます。

○ 10 番（阿部真一）　各党の中でも、財源措置は必ず地方が困ることなく行うようにという

　ことで、党内の中でも話、協議がなされている部分だと思います。

　　そうしますともう一つ、やはり市民からは、この別府市におけるガソリン価格の表示と

　いうか、価格の水準に関しての問合せを個人的にはいただいております。皆さんが別府市

　内のガソリンの価格に対して、市民の方からお声をいただいているかどうかは別として、

　私個人としては、別府市のガソリン価格は少し高いのではないかということでお声をいた

　だきまして、私 12 月の３日に別府市内と大分市内、給油所で現金、１リットル 170 円か

　ら 160 円、１リットルずつ入れてちょっと調査をしました。ミニ調査でございます。県の

　ホームページ等ではいろいろ数値が出てるわけではございますが、個人の感想だろうと言

　われるとあれなんで、一件一件入れてまいりました。入れてる間に、一番安いガソリンス

　タンドで小野議長にもお会いしまして、やはりちゃんと個人的にも市場調査をしてるんだ

　なというふうに思います。

　　それでは、資料２番目のガソリン価格表示の部分を提示してもらってよろしいでしょう

　か。

○議長（小野正明）　どうぞ。

○ 10 番（阿部真一）　これ一件一件入れまして、４時間かかりましたが、相応にしてやはり、

　ちょっと別府市内は高いなというお声をいただいた声と同じ資料となっております。ここ

　でやはり暫定税率が減るということで、やっぱり市民の関心、これ１リットル当たり幾ら

　になるのというのは今までも、ふだんでも日常生活の中であることでございます。特に、

　各社においてはアプリで値引きがあったり、現金カード値引き、クレジットカード値引き、

　はたまたいろいろ楽天などのポイントなどの加算があったりして、民間が市場の中でサー

　ビスと価格を競争してる市場原理に基づいているもので、行政側がこの価格に対してタッ

　チできない、それは県会の答弁でも、各課との協議の中でも理解をしております。

　　あと別府市のほうの公用車の給油についてもちょっと契約検査課のほうにお聞きしまし

　たら、これまた優秀で、大分県の各市町村では別府市の給油の価格は、他の市町村よりも

　一番安い価格で、月１回ごとの随契ではございますが、ちゃんと調査をして契約をしてい

　るということで、別府市が顧客と考えたときに、どういうガソリン価格で給油して給油価

　格を契約してるのかちょっとお聞きしたところ、もう契約検査課のほうではしっかりその
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　部分も勘案して協議をしているということで、お答えをいただきました。

　　それでは、県が、今地域あんしん給油所ということで、価格を表示するための機材設

　置に関しての費用の補助を出しております。これはやはり大分県内のガソリン価格の表示、

　888 というんですかね、給油する側には価格が分からない状態での店舗が多いということ

　で、別府市内は一件も価格表示が出ておりません。888 は出てるんですが、それがもう別

　府市内が出ておりません。県内でも25％の進捗であると。県は65％の価格表示を目指すと、

　これ強制力はないということでお聞きしております。

　　そして、考えますとやはり減税がなったことで、市場に対するガソリン価格に対する市

　民の目線というのはかなり厳しいものがございまして、この部分に関しては別府市も市民

　消費者センターの電話窓口をお持ちでございます。これは産業政策課が所管としてやって

　る部分でございますが、価格に対してはどうこう行政が言うことはできませんが、価格の

　表示について、県からの指導を受けて別府の事業者にもお声かけをしてるところとはござ

　いますが、この辺に関しては当局、別府市の価格の表示についてはどのようにお考えでしょ

　うか。

○産業政策課長（市原祐一）　お答えいたします。

　　電光掲示板についても義務ではございませんので、ガソリンスタンドの判断になるかと

　は思いますが、表示があったほうが消費者が判断できる材料になるかと思っておりますの

　で、今後県の助成制度、地域あんしん給油制度が始まっていますので、県と連携しまして、

　制度の周知に取り組んでまいりたいというふうに考えております。

○ 10 番（阿部真一）　2021 年４月から、全てガソリン価格は消費税込みの価格表記で表示

　することが義務づけられていると。私が以前勤めていた会社でも、価格表示に関しては価

　格競争がございますが、全て消費税込みの表示をするということで、総務省、消費者庁か

　ら指示を受けて、各店舗では、プライス貼りをしていった部分がございます。県の動向等

　もございますが、やはり別府だけ表示が分かりにくい、ガソリン暫定税率が今後 100％撤

　廃されたときには、もう少し市民の関心が、市内の給油のガソリン価格に関しては市民感

　情としてあるのではないかなというふうに考えております。

　　今答弁いただきましたが、市場の価格に関して当局が、県も別府市の当局もタッチでき

　ないと思いますが、もう一度別府市内の事業所に対して、価格の表示について今後どのよ

　うに要請をしていくのか、担当課の姿勢を御答弁ください。

○産業政策課長（市原祐一）　お答えいたします。

　　年に２回ガソリンスタンド向けの調査を実施しておりますので、そういう中で、ガソリ

　ンスタンドの訪問の際には、県の助成制度の周知に努めていきたいというふうに考えてお

　ります。

○ 10 番（阿部真一）　各所管が違いますが、国も価格調査を電話等で事業所に入れていると

　いうことは、エネルギー庁等に聞き取りしておりますので、今後、県の政策である価格表

　示の補助金など、いろいろな部分で行政側も提示している部分がございますので、その部

　分も別府市の担当課もしっかり頭に入れて、価格表示帯の適正な市民への表示ができるよ

　うに促していただきたいというふうに思います。

　　それでは、次の質問に移ります。

　　別府市内の喫煙場所についての質問でございます。

　　この質問をしようか、ここ１年迷ってたところがございまして、私自身は愛煙家でござ

　います。自分の家でも公共の場でも、またはいろんな民間の場でも健康増進法の兼ね合い

　から、マナーをしっかり遵守しながら喫煙をまだしているところでございます。

　　その中で、別府市は国際観光温泉文化都市でございます。多くの観光客、そして多くの

　老若男女、そして年齢問わず、この別府市内に観光で訪れる方もございます。そしてまた、
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　そういった方がたばこを別府市内で購入したときには、地方税の大きな収入源としてたば

　こを購入されている実績がございます。今年度の令和４年の決算で言うと８億 6,000 万で

　したかね、ちょっと減っていってますけど、まだ別府市に税金としてたばこ税の入りがあ

　るということで理解しております。

　　その上で、別府の公共的な場所ではないにしても、特に駅前、それと鉄輪周辺、ある種

　観光客の皆さんが回遊して歩く観光地、そういった地域にはやはりこの受動喫煙の、健康

　増進法を基に、喫煙所の設置というのが必要ではないかなというふうに考えておりますが、

　現在別府市内ではそういった場所に喫煙所の設置をしている状況がございますか、御答弁

　ください。

○観光課長（牧　宏爾）　お答えいたします。

　　別府駅や鉄輪周辺の公共的な喫煙所というのは現在ございません。

○ 10 番（阿部真一）　今ないということで、民間のほうはよく駅前とかで歩きますと、店舗

　の外にたばこの灰皿を設置して店舗運営されている方も多く見られます。こういった観点

　からも、公共的な喫煙スペースを設置するのが望ましいというふうに考えております。こ

　れは、たばこを吸う側としても受動喫煙のモラルを守り、たばこを吸われない方への配慮

　を一定促すためにも必要であると、たばこを吸う私が言うのもなんですが考えております。

　　こういった中で、個別に設置している状況もございますが、公共施設等で設置するのが

　難しいのであれば、健康増進、美化の観点から、市が商店街のほうに補助金などをつけて

　灰皿の設置を要請するとか、喫煙所の設置を行政としてもするとか、受動喫煙対策が整っ

　ている場所であれば、ここはもう吸っていいですよというのを表示するべきだとは考えて

　おりますが、その辺に関しては今後どのような取組を行っていくのか、御答弁ください。

○観光課長（牧　宏爾）　お答えいたします。

　　喫煙所につきましては、観光地として観光客を迎え入れる観点から公共スペース、特に

　市民、観光客の利用の多い別府駅周辺や公園等を中心にその必要性も認識していることか

　ら、現在喫煙所の設置に向けては関係部署とも協議を行っております。

　　また、商店街等民間への支援ということでございますが、健康増進法の趣旨、また設置

　後の維持管理の問題等もあることから、慎重に検討する必要があると考えております。

○ 10 番（阿部真一）　しっかり私もマナーを守りながら、ぜひ公共の面からも、やはりここ

　は受動喫煙対策がしっかりスペースとして確保されているという場所を示していただい

　て、美化の観点からも設置をしていただきたいと思います。

　　また、公共施設という言葉が出ましたが、今観光課がお答えいただいたのはあくまで民

　地の部分での設置の行政との携わり方の答弁だったというふうに解釈をしています。その

　上で、やはり公共施設の中では、学校、そして病院はありませんが病院、そして児童福祉

　施設等は、もうこれは屋内でも屋外でも喫煙が禁止されている場所ということで、健康増

　進法の改正により法律上そのようになっております。

　　ただ、公共施設でも喫煙ができるスペースに灰皿を置いている施設もございます。この

　部分に関しては、やはり一旦整理をして、広く市民が使う施設で、屋外であり受動喫煙の

　環境が整うので、やはり喫煙のスペースというのを分かりやすく表示するべきだと考えま

　すが、公共施設の観点から総務部に御答弁いただければと思いますが。

○総務部長（竹元　徹）　お答えいたします。

　　喫煙所の設置につきましては、健康増進法に施設の区分に応じた設置基準等が定められ

　ております。公共施設におきましても、その基準等に基づきまして各施設の利用者や施設

　ごとに特性等も異なりますので、それぞれの設置しております施設に応じた対応を考えて

　いくということが必要だと考えております。統一的な取扱いや一定の制限等を設けた規制、

　制限等については考えておりません。
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○ 10 番（阿部真一）　我が家でも喫煙するのは私一人でございまして、家の裏の隅っこのほ

　うで屋外に出て、家の玄関から出て外、玄関でも吸っちゃならんということで、しっかり

　マナーを守りながら吸っております。こういった環境というのは、やはり観光地としての

　宿命の部分もございますので、ぜひ前向きに検討していただきたいというふうに思います。

　　それでは、次の質問に移らせていただきます。

　　東九州新幹線についてでございます。

　　この部分は、もしかするとこの議場で質疑するのにはちょっとまだ早い、そしてまた今

　後、もしかすると何十年、50 年、100 年先の話になるかと思いますが、ただこの議論とい

　うのは今 50 年前からあるわけで、また、今後に向けてやはりこの東九州新幹線の計画を

　格上げをしていこうという県の動きもございます。その中で、やはり観光地別府としては、

　この別府観光の将来を想像したときに新幹線というのはすごく経済効果があると思いま

　す。そういった将来に対する投資としての部分で、少し御答弁をいただきたいというふう

　に考えております。

　　新幹線に関してはいろいろ県の動きがございまして、今行っている県の部分で言うと、

　今後は新幹線が整備されていない大分県、宮崎県、または四国の県などと共同して大きな

　総会をやっていくというふうな形で、報道等でもお聞きをしております。その中で、今別

　府の立ち位置としてどのような考えをお持ちなのか、まだ始まったばかりと思いますが、

　現時点での部分で結構ですので、市長でも御答弁いただけましたらありがたいと思います

　が、いかがですか。

○市長（長野恭紘）　お答えします。

　　なかなか本当言われるように、別府市長としては欲しいとしか言いようがありませんし、

　なかなか私が欲しいと言ってできるものではないとは思いますけれども、ただ全国を俯瞰

　してその中の九州という形で見ると、本州から小倉に入ってきて、西九州のほうにはしっ

　かり鹿児島まで行き着いていると、東九州が高速道路にしても、新幹線にしても非常に遅

　れておりますんで、やはり採算性というのは当然あろうかと思いますけれども、採算性

　から見たら地方はもう何もつくらなくていいという話になってしまいますから、これは

　やっぱり国土は均衡をしっかり取って、やっぱり大事なのはぐるっと１周回れるというこ

　とが私は大事なことだというふうに思ってますんで、東九州もしっかりと鹿児島まで延線

　をしてもらって、欲を言えば中九州も一文字にぐっと大分、熊本しっかり行けるような、

　これ道路が今できておりますけれども、やっぱり道路、新幹線は必要だろうと。九州を面

　で捉えたときにはそういうふうに思いますし、ただ新幹線ができたときに考えなきゃいけ

　ないのは、ローカル線というか在来線、今の特急を含めたこの在来線をやはり我々が引き

　取らなきゃいけないというようなことになると思いますんで、これをどういうふうに活用

　していくかということを同時に考えなきゃいけないということと、やっぱり新幹線は、今

　までどおりの頭で考えたらこれはとてつもなく時間がかかるし、できないだろうというふ

　うに思いますんで、私にやれって言ったらいろいろ考えはあるんですけど、いろいろとで

　きる方法はあろうかというふうに思いますので、別府市長の立場で今後もしっかりと発言

　をしていけたらいいなというふうに思っております。

○ 10 番（阿部真一）　いや、すごく 50 年先、100 年先を見た夢を語るというのは、一首長

　の夢としては、すごく将来に対しては希望が持てる構想であるなというふうに考えており

　ます。僕自身はやはりもう率直に言うと、多分生きてないだろうし、ちょっとなかなか頭

　の中で想像するに、いろんな協議会での話を聞き得る部分しかありませんが、ぜひ将来的

　にこの別府の経済、そして市民のプラスになるような発言を別府市長にお願いしたいと思

　います。

　　それでは最後、教育委員会について、教育行政についてお聞きしたいと思います。
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　　教育行政について、まず教育ＤＸということで少しお聞きいたします。このＧＩＧＡス

　クール構想において、国、県の方針と、別府の市教委の教育現場でのＤＸの進め方、それ

　がやはり少し県、国の方向性の相違点、そして別府市は独自の特色ある取組をＤＸでして

　いっております。これは先日の別府市教育ＡＩ責任者ですかね、総合教育会議の中で市長

　が就任されて、それの補佐役として政策アドバイザーの方がこのＤＸの市教委の中での提

　言、行っていくということでお聞きしました。

　　その中で言うと、やはり教育の部分で言うと、校務の学校の事務作業、そして子どもた

　ちが行う教室での授業に対してのＤＸ、この２面があるというふうに考えております。そ

　こでいくと、やはり特に校務の事務作業についてはこのＤＸ化というのは、ある意味市町

　村で速やかに行える分は行っていただいて、教職員の負担の軽減に資する政策を進めて

　いっていただきたいというふうに考えておりますが、今の現状の別府市のＤＸの教育の場

　での進捗を御答弁いただけますか。

○学校教育課参事（藤内　護）　お答えいたします。

　　別府市では、ＧＩＧＡスクール構想の実現に向け、国や県の方針に基づいて取組を進め

　ております。別府市独自の取組といたしましては、学習支援ソフトやデジタルドリルを導

　入し、個別最適な学習を実現しております。これにより、たびスタ休暇の取得や学校に行

　きづらさを感じている児童生徒への学習保障にもつながっております。

　　また、将来的には紙媒体のドリルからデジタル教材への移行により、保護者負担の軽減

　も見込んでおります。さらに、仮想空間を活用した学びの場の提供により、全ての児童生

　徒に学習機会を保障し、学力の維持向上につなげておるところでございます。

○ 10 番（阿部真一）　では、今御答弁いただきました個別具体的な内容を進めているという

　ことでございますが、ＤＸ化の推進によって市教委が今現在見込まれている効果、その部

　分について御答弁ください。

○学校教育課参事（藤内　護）　お答えいたします。

　　教育ＤＸ化の推進によって見込まれる効果といたしましては、まず、児童生徒の学びの

　充実でございます。デジタルドリル教材や学習支援ソフトを活用することで、一人一人の

　習熟度に応じた個別最適な学習が可能となっております。また、感染症や災害、入院等で

　やむを得ず登校できない児童生徒に対しましても、オンライン等で学習機会を提供するこ

　とが可能となっております。

　　さらに、デジタルツールの導入により、出席管理や成績処理などの事務作業時間が削減

　されることから、教職員は児童生徒との対話や個別指導など、本来注力すべき業務により

　多くの時間を充てることができ、教育の質の向上が期待されます。

○ 10 番（阿部真一）　今、効果のほうをお聞きしました。デメリットに関してもテーブルレ

　ベルでお話を聞いたところでございまして、私個人の見解になる部分はございますが、や

　はりＤＸが進んでいく部分で、さっき言った校務の部分、学校事務部分に関しては教職員

　の事務負担の軽減、これは全ての教職員は対応がある程度できるというふうに考えており

　ます。

　　今度はＤＸの教材などを使った部分での教職員のスキルの相違によって、要は温度差、

　子どもの授業に与える影響の違いというのが出てくるのではないかなということで、その

　部分はお話を聞いたところ、まだ多くのサンプルがあるわけじゃないので、なかなか調査

　研究が進んでいないということでございましたので、この部分に関しては、やはり市教委

　としては別府市で導入されるＤＸを基にしたデジタルの教材であるとか、教職員のスキル

　の部分に関しては、研修等を通じてしっかり体制を整えていっておいていただきたいと思

　います。

　　この教育ＤＸの急速な推進に伴って、やはり教職員の負担増加、今課題として言いまし
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　たが、教職員がこのデジタルの速度についていけるかというのが、やはり懸念される部分

　でございます。学校現場の実情を踏まえた取組を進めるべきではございますが、今回就任

　しました教育アドバイザーの土井氏の立場で、今後あらゆる教育のデジタルの場が進んで

　いくというふうに思いますが、アドバイザーと市教委の関係、アドバイザーからの提言を

　受けて、教職員の現場にどういった形で指示を出していくのか、市教委の見解をお聞かせ

　ください。

○教育部長（矢野義知）　お答えいたします。

　　教育ＣＡＩＯ補佐官につきましては、教育ＤＸの推進に係る生成ＡＩの利活用を推進す

　ることを目的として委嘱をしており、学校現場のニーズを十分に把握した上で、実態に即

　した助言をいただくこととしております。当然、学校現場の実態とずれがないよう取組を

　進めてまいりますが、仮にずれが生じることが見込まれましても、教育委員会の判断で調

　整を行っていきます。

　　今後につきましても、学校現場の実態からＡＩ活用に関する教育ＤＸ全体の教職員向け

　の研修体制を構築することも重要であると、我々も認識をしているところであります。学

　校現場の実態を踏まえまして、まずは、ＡＩを活用した校務ＤＸを推進することで、教職

　員の負担軽減と校務の効率化を実現をし、教職員が子どもたちと向き合う時間の確保につ

　なげてまいりたいと考えております。

○ 10 番（阿部真一）　この教職員の部分に関しては、研修等でやはり市教委がしっかりやっ

　ていただきたい部分でございます。そういうのも、教員の人事に関しては県が差配をしま

　す。その上で市教委が行っているＤＸの教育現場での実態、校務事務作業でのＤＸの実態

　というのが、例えば転勤してきた教職員に関しては別府の市立の小中学校に赴任されたと

　きに、他都市と違う部分や、ＤＸが進んでいる部分であると思います。そういった部分で

　の教職へのフォローアップ等も含めて、しっかり市のほうで体制を整える必要があるかと

　思います。

　　特に、教育現場の子どもが授業の中でＤＸ、生成ＡＩという言葉が先ほど部長のほうか

　らも出ましたが、そういった部分で、やはり別府市として独自のＤＸを進めていく、教育

　の政策をＤＸで進めていくという部分というのは、他都市に比べると恐らくスピードとし

　ては速いというふうに実感を持っております。その中で、やはり子どもと相対する教職員

　がＤＸの対応にできないのであれば本末転倒でございますので、そこはしっかり市教委で、

　教職員に対してのスキルアップと研修を行っていっていただきたいと思います。

　　生成ＡＩが仮に導入された場合、教職員、そして児童生徒それぞれにあらゆる影響を及

　ぼすであろうというふうにネット、そしてメディアからもいろいろな提言とかが出ており

　ますが、現在の市教委の考えをお聞かせいただけますか。

○学校教育課参事（藤内　護）　お答えいたします。

　　教職員側の効果といたしましては、事務処理の負担軽減や、授業づくりへの支援が上げ

　られます。一方課題といたしましては、不正行為への対応、継続的な研修の必要性、評価

　指導方法の見直しなどが考えられます。児童生徒側の効果としましては、思考や表現が苦

　手な児童生徒の学習参加の促進、情報収集や表現方法の多様化が期待できます。

　　一方、課題といたしましては、過度な依存による思考力の低下、誤った情報のリスク、

　著作権や個人情報保護等の倫理的問題が考えられ、小中学生の利用につきましては、保護

　者の同意が必要となる場合が多い状況でございます。

○ 10 番（阿部真一）　特に、小学生の間の生成ＡＩの利用というのは便利であり、やはり危

　険な側面もございます。その部分に関してはもしかすると市教委も、そういった危険性は

　認識しているのではないかなというふうに思いますし、やはり子どもたちに与える影響と

　しては、いい面と自分で考えて書いて読んでという、昔ながらの学習の基本ベースがあっ
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　て、手段としてこの生成ＡＩをしっかり使っていく、学習の利便性を高めていくというこ

　とが必要ではないのかなというふうに考えておりますので、特に教職員の先生が、もう全

　て授業を教える内容も生成ＡＩで行って、自分の声と自分の板書ではない形の授業という

　のは、これは個人的な意見かもしれませんが、やはり教職員としての人と人と向き合うと

　ころでの教育の向上というのが少し危惧はされますので、その辺は国も県も、恐らくこう

　いった調査等も今後やっていくというふうにはお聞きしているので、別府市のほうもぜひ

　注力をしていただきたいというふうに思います。

　　それでは、最後に学力調査の件ですね、お聞きしたいと思います。

　　先日、国の学力調査の発表がございました。各種学力調査が実施されているわけでござ

　いますが、今年度４月に行われた全国学力・学習状況調査、それと大分県の学力定着状況

　調査、これの別府市の小中学校の状況をどのような結果になっているのか、またその考察

　を御答弁いただけますか。

○学校教育課参事（藤内　護）　お答えいたします。

　　国の調査の小学校６年生につきましては、国語、理科が全国平均正答率を上回った一方、

　算数は下回り、中学校３年生につきましては、国語、数学、理科のいずれも全国平均正答

　率を下回る結果でした。また、県の調査の小学校５年生につきましては、国語、算数、理

　科のいずれも県の平均正答率を上回り、中学校２年生につきましては、国語、数学、英語

　が県の平均正答率を上回る結果でございました。

　　今後は、各学校において授業改善を進め、児童生徒が主体的に学び、対話を通じて思考

　を深める授業づくりに取り組んでまいりたいと考えております。また、市教委といたしま

　しても、指導主事による学校訪問指導の充実や、効果的な指導事例の共有など、学校への

　支援を進めてまいりたいと考えております。

○ 10 番（阿部真一）　今、課長のほうから答弁いただきましたが、別府市の場合、国、県そ

　してまた別に市のほうの３年生から中学校２年生までで学力調査が行っておりまして、要

　は年間、学年によっては３つの調査が行われるということでございます。

　　小学校のほうは、今答弁いただきましたようにかなり全国でも上位の数値が出ておりま

　して、おりました。この部分というのは、年度ごとにその学年がどういうふうな学年、学

　力状況にあるのかというのは市教委としての判断材料の一つであると思いますが、学力調

　査をするだけで、もう今数字を見て平均点、全国上から下、低いです、高いです、真ん中

　辺です、その判断だけでその先の、教育現場でのフィードバックがあまりなされているよ

　うには正直感じません。それも、市教委としてはまだ声が届いてないというか、届いてな

　いという判断で申し上げますが、やはり学校現場においては別府市、県、全国が行う部分

　の調査が多過ぎると、それを学校現場で教職員が子どもたちに向き合うときに、この調査

　結果をどのように扱っているのか、少し理解をしていない部分があるというふうには個人

　的には感じております。

　　この学力の調査をした上で、学校現場が組織として教育現場に子どもたちに、そしてま

　た親御さん、保護者にどういったフィードバックをなす効果を求めているのか、御答弁い

　ただけますか。

○学校教育課参事（藤内　護）　お答えいたします。

　　国や県の調査は、市内小中学校の学力水準を県や全国平均と客観的に比較し、把握でき

　ることに意義があると捉えております。また、市の調査は、小学校３年生から中学校２年

　生までを対象に、学習内容の定着状況をきめ細かく把握し、各学校における指導の改善・

　充実を図ることを目的としております。これらの調査結果を効果的に活用し、本市の児童

　生徒の確かな学力向上につなげてまいります。

○ 10 番（阿部真一）　今答弁ございましたが、市教委の調査がしっかり学校現場に反映され
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　ていると受け止める答弁でございましたが、やはり現場レベルでは調査、テストが多過ぎ

　ると。特に、小学校のほうの調査で行うと３つの年間調査が行われるわけでございますの

　で、その部分で言うと教職員、そしてまた子どもの負担も大きいという声をお聞きします。

　　この調査に基づいて、市教委が今度１月、年明けて別府市のまた学力調査が行われるこ

　とになっておりますが、来年度に向けての学年の状況調査を担任に引き継ぐのか、そういっ

　た部分で言うと、市教委がこの調査を結果を受けて、例えばＡ校の国語が弱いとなった

　場合に、市教委が県教委に人事配置の要望等を出していれば、そういった部分の市の状況

　調査の改善点としてはすごく理解できるんですが、もうちょっと少し調査をすることで、

　公表を学力向上委員会のほうで考察をすることで終わっているんじゃないかというふうな

　印象を持ってなりません。その部分でいくと、答弁では今現在でも必要であるというふう

　な答弁でございましたが、やはり今後は、特に小学校の学力の定着ってなると組織の教職

　員の中でいきますと、小学校の先生と中学校の先生で、先生のまた引継ぎが、６年生と１

　年生では点ではありますが、２年生、３年生ではわざわざ小学校のときの学力をひもとい

　て、三者面談のときに資料を提示する担任の先生はほとんどいらっしゃいません。その部

　分でいくと、やはりもう少しこの学力調査の市が行う部分に関しては、特に教職員の調査

　の必要性のニーズ調査、そして保護者がこの調査を行う上での、我が子がどのような学力

　に定着しているのかを、こういった調査を行っているという趣旨を把握するニーズ調査が

　必要であると思います。その結果をもって、別府市が行っている学力調査の是非に関して

　は、また私も個人的には考えたいとは思いますが、現時点ではやはりこの調査結果が学校

　現場と教職員と保護者、そして子どもになかなか改善の一つとして行き渡ってないように

　思います。

　　そのニーズ調査に対して、今後市教委は行っていくことができるかどうか、御答弁最後

　にいただけますか。

○学校教育課参事（藤内　護）　お答えいたします。

　　教職員等へのニーズ調査につきましては、学力調査実施後の学力向上会議において、直

　接教職員や地域の方から意見をいただく機会を設け、調査に関する要望や改善点につきま

　しては、随時把握に努めております。

　　今後も、学校現場との対話を重視し、既存の会議や連絡体制を活用しながら、教職員等

　のニーズや課題を的確に把握し、各種学力調査の効果的な実施と改善に努めてまいりたい

　と考えております。

○ 10 番（阿部真一）　課長、これは議員との信頼関係の中で申しますが、学力向上会議とい

　うのは私も何度も出席させていただいたことありますが、やはり正直芯を捉えた議論とい

　うのがなされている場ではなかなかございません。現実に言うと、さっき言った平均点の

　真ん中辺なのか上なのか下なのかを、学校現場と市教委の担当課の課長ないし課長補佐が

　来て、補足で全体的な説明をする場であるという認識でございます。

　　その中で、この別府市学力調査がどのような効果をもたらしているのかというのは、一

　番声を聞かんといけんのはやはり現場の教職員の声だというふうに思います。現時点でで

　すよ。それというのも、担任を持った先生がこの調査に対して、日程的な負担とか、テス

　トの結果によっての、考える人によっては人事とかそういった部分を考える、個人的な教

　員の負担にもなろうかと思いますので、まずは学力向上会議での意見調査というのは、も

　うこれまでどおりしていただいて結構だと思いますが、やはり現場を担う教職員に対して

　の率直な意見を今別府市教委は聞くべきだと思いますが、その点に対してもう一度答弁い

　ただけますか。

○教育部長（矢野義知）　お答えいたします。

　　議員言われましたとおり、学力向上会議というところも、こちらとしては重点的に行っ
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　ていくところではございますが、ただやはりなかなか意見が出てこないというところもあ

　るかと思いますので、直接的に教職員の意見を吸い上げるような、このような場も場合に

　よっては持っていきたいというふうに考えております。

○ 10 番（阿部真一）　部長の答弁で、ぜひこの学力調査に対して全撤廃を今すぐしていただ

　きたいという旨ではございません。この調査がどのような改善点を持って教職員、そして

　子どもたち、親御さんが捉えているかというのが薄くなってきているというふうに実感し

　ているので、今日議場で答弁を求めたわけでございますので、ぜひやはりその辺というの

　は市教委も、しっかりとしたニーズ調査をしていただいて、この調査についてもう一度改

　めて考えていただきたいと思いますし、続けるのであれば、よりよい学校現場でのフィー

　ドバックがあるような調査にしていただきたいと思います。

　　それでは６分余りましたが、今日最後の質問でございます。教育長、答弁いきますか。じゃ

　あ最後に。

○教育長（寺岡悌二）　お答えいたします。

　　今、議員さんがおっしゃいました件は、９か年という義務教育で保護者の方から大事な

　子どもさんを預かっていまして、９年後にはどうしても子どもたちは試験というような

　ゴールもございます。そういう意味では、本当子どもたちにはしっかりと基礎・基本を定

　着して向上させるという責任があろうかと思います。そういう意味でも、この学力調査が

　一斉にやるというところは、過度な競争にはつながらない、また教職員の負担にならない

　ような形で保護者の方にしっかりと責任を果たしていきたいと、そういう思いでございま

　すので、ぜひ学力向上会議等にも十分この趣旨をつなぎ、そしてまた理解してもらって、

　過度な負担にならないような形のものをこれからも継続していきたいと考えております。

○ 10 番（阿部真一）　分かりました。それでは初日最後の質問でございましたが、以上をもっ

　て終わらせていただきます。ありがとうございました。

○議長（小野正明）　お諮りいたします。本日の一般質問はこの程度で打ち切り、次の本会

　議は明日定刻から一般質問を続行いたしたいと思いますが、御異議ありませんか。

　　　　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（小野正明）　御異議なしと認めます。よって、本日の一般質問はこの程度で打ち切り、

　次の本会議は明日定刻から一般質問を続行いたします。

　　以上で、本日の議事は終了いたしました。

　　本日は、これをもって散会いたします。

　　　　　　午後３時 56 分　散会


